
第４章

みどりあふれる持続可能なエコタウン



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R6) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
（所
属）

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R5予算現額

-

R6予算現額

40千円

R5正規職員人件
費

-

- どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.00 人 評価者

～ 0千円
松井まちづくりセンター長
澤　敦史

R5予算現額

-

R6予算現額

40千円

R5正規職員人件
費

-

- どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.06 人 評価者

～ 490千円
富岡まちづくりセンター長
粕谷紀夫

R5予算現額

-

R6予算現額

40千円

R5正規職員人件
費

-

- どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.00 人 評価者

～ 0千円
小手指まちづくりセンター長
小川　和彦

R5予算現額

-

R6予算現額

90千円

R5正規職員人件
費

-

- どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.15 人 評価者

～ 1,224千円
山口まちづくりセンター長
小林　宏行

411
市民
部

松井
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R6実績

初年度は講演会を開催したが、講演会
では限られた人数が対象となるため、
次年度以降はさらに多くの地域住民に
対して環境問題への啓発を広めていけ
るよう事業のブラッシュアップを図り
たい。

R6その他職員従
事割合

90.0% 90.9%
地域住民が「ゼロカーボン
シティ実現」に関する意識
を高めるきっかけとなっ
た。

期間
会年職
員等

0人

R6

Ａ

全ての事業参加者に満足して
いただくことができた。

R6年度に改善した点
13 気候変動に具体的な

対策を
最優先 自治事務 -

①事業参加者のアンケート
回答件数
②アンケート結果の分析
（「満足」及び「ある程度
満足」と回答を得た件数）

参加者の満足度割合
（「満足」及び「ある程度満足」と回答を得
た件数÷アンケート回答件数×100）

マチエコアンバサダーの上田
マリノ氏を講師に迎え環境講
演会を開催した。アンケート
結果から参加者の満足度は高
く目標に達成することができ
た。また、市職員のみならず
環境推進員の協力も得ながら
実施した。今後もゼロカーボ
ンシティの実現に向けて地域
住民が共通の目的をもって実
践していけるよう啓発する。

R6年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに

そしてクリーンに
- 自治事務 -

①講演会アンケート回答数

②「満足」及び「やや満足
の」回答を得た件数

講演会参加者の満足度割合
環境啓発事業を通じて本市が掲げるゼロカーボン
シティ実現に対する意識の向上を図りたい。

地域の身近な拠点であるまちづくりセ
ンターにおいて、環境に関する周知啓
発等を行い、市民に環境問題を身近に
感じていただくため、本事業を令和６
年度から開始した。

脱炭素社会実現の
ための啓発事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 13 気候変動に具体的な

対策を所沢市まちづくりセンター条例及び施行規則、所沢市脱炭素
社会を実現するための条例

20千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

15 陸の豊かさも守ろう

まちセン発「ゼロカーボンシティの推進」啓発
事業として、地域の身近な拠点である「まちづ
くりセンター」において、環境に関する講座等
の開催及び周知啓発等を行い、市民に環境問題
を身近に感じていただくとともに、ゼロカーボ
ンシティ実現の推進を図るものである。
令和６年度は、松井まちづくりセンターのホー
ルを会場に「ゼロカーボンシティの推進」に関
する講演会を開催した。

会年職
員等

-

実績 - -
事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①33件

②30件

R6目標

0人

R6

R7目標

411
市民
部

小手
指ま
ちづ
くり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｃ

R6実績

環境に関する事業を行い、市民に環境問題を身近
に感じていただくとともに、ゼロカーボンシティ
実現の推進を図ることを目的としているため、
「参加者の満足度割合」が高ければ、効果的な事
業が遂行できていたと考える。

脱炭素社会実現の
ための啓発事業

根拠法令
R6決算額（見込
み）

所沢市まちづくりセンター条例及び施行規則、所沢市脱炭素
社会を実現するための条例

0千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

地域の身近な拠点である「まちづくりセン
ター」において、環境に関する講座等の開催、
及び周知啓発等を行い、市民に環境問題を身近
に感じていただくとともに、ゼロカーボンシ
ティ実現の推進を図ることを目的としている。
①「ゼロカーボンシティの推進」に関する講座
等の開催②「ゼロカーボンシティの推進」に関
する啓発や情報の掲示、配架③来館者へのマイ
ボトル持参の呼びかけ、及びまちセン設置の
ウォーターサーバー活用の案内など

会年職
員等

-

実績 - -

目標を達成することができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①17件

②17件

R6目標 R6実績

今後も満足度の向上を目指しつつ、
「ゼロカーボンシティ推進」に関する
事業を企画・実施していく。

R6その他職員従
事割合

100.0% 100.0%
環境に関する講座を開催す
ることで、環境問題を身近
に感じていただくととも
に、ゼロカーボンシティ実
現の推進に寄与した。

期間
会年職
員等

多くの地域住民のニーズに見合うよう
講座内容の検討、また事業の開催時期
や周知方法等についても吟味の上、啓
発事業を実施していく。

R6その他職員従
事割合

40人 0人

期間
会年職
員等

0人

R6

411
市民
部

富岡
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

事業への参加人数は目標を達
成することができた。
一方で、役員や参加者が固定
化する傾向が見られる。

R6年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに

そしてクリーンに
最優先 自治事務 -

①地域住民の参加人数

②「脱炭素社会の推進」に
関する環境講演会等の開催
数

脱炭素社会実現のための啓発事業への地域住
民の参加人数

ゼロカーボンシテイの実現に
向けた啓発事業として企画し
当日準備をしたものの、結果
として参加者無しの状況によ
り、開催を中止した。啓発内
容をはじめ、開催時期や周知
方法等を見直し検討を図り今
後に生かしていきたい。

R6年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
- 自治事務 -

①講座の開催

②参加者数

③アンケート結果

啓発事業に対する地域住民参加人数
地域住民の環境の講座内容に対する関心度を図る
ため、予想参加者数に対する実績者数を指標とし
た。

脱炭素社会実現の
ための啓発事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 13 気候変動に具体的な

対策を所沢市まちづくりセンター条例及び施行規則、所沢市脱炭素
社会を実現するための条例

0千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

地域の身近な拠点である「まちづくりセン
ター」において、環境に関する講座等の開催、
及び周知啓発等をおこない、市民に環境問題を
身近に感じていただくとともに、ゼロカーボン
シティ実現の推進を図るものである。

会年職
員等

-

実績 - -

開催に向け連絡調整や地域の広報紙への記事
掲載を行った。当日、開催のため準備を行
い、開催できる状態としたものの、開催時間
には参加者が集まらず、またしばらく様子を
みたものの、結果は同様であったため、その
時点で中止とした。
当日準備した資料は、施設来館者へ配布資料
とした。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①開催中止

②0人

③0人

R6目標

0 人

R6

R7目標

住民参加と協働による脱炭素社会実現を進めるた
めの事業を実施する。

山口地区環境推進員等と共同で環境問
題に取り組んだ。また、行政機関の環
境関連講座がある場合は、それを利用
し、講師謝礼等のコスト削減を図っ
た。

脱炭素社会実現の
ための啓発事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを所沢市まちづくりセンター条例及び施行規則、所沢市脱炭素
社会を実現するための条例

80千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

講座等の開催及び周知啓発等を行い、市民に環
境問題を身近に感じていただくとともに、脱炭
素社会実現の推進を図るものである。
　まちづくりセンターは、平成23年4月に開設
し、これまで各種講座の開催や地域団体等との
協働による地域づくり支援事業の実施など、地
域活動の促進に取り組んできた。

会年職
員等

-

実績 - -

目的・目標を上回っている

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①689人

②5回

R6目標 R6実績

特定の団体、世代だけでなく幅広く地
域の方に参加していただけるよう、住
民の関心の高い事業や積極的な情報発
信を行っていく。

R6その他職員従
事割合

500 人 689 人

市民の知識教養の向上を図
り、脱炭素社会実現の構築
を目指した。

期間
会年職
員等

411
市民
部

山口
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R6) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
（所
属）

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R5予算現額

-

R6予算現額

40千円

R5正規職員人件
費

-

- どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.10 人 評価者

～ 816千円
吾妻まちづくりセンター長
深谷　康博

R5予算現額

-

R6予算現額

35千円

R5正規職員人件
費

-

- どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.33 人 評価者

～ 2,693千円
柳瀬まちづくりセンター
奈良　和子

R5予算現額

-

R6予算現額

40千円

R5正規職員人件
費

-

- どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.10 人 評価者

～ 816千円
三ケ島まちづくりセンター長
小川　桂子

R5予算現額

-

R6予算現額

40千円

R5正規職員人件
費

-

- どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.35 人 評価者

～ 2,857千円 新所沢まちづくりセンター長　廣谷貴紀

411
市民
部

吾妻
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R6実績

参加者の環境問題に対する理解度も
様々であることから、なるべく分かり
やすい事業内容を検討し、多くの地域
住民の方々に興味を持ってもらえるよ
う啓発していく必要がある。

R6その他職員従
事割合

100% 100%
参加者の日常生活における
環境問題への意識・行動の
変化につなげる機会を提供
することが出来た。

期間
会年職
員等

0

R6

Ａ

多くの参加者に満足していた
だくことができた。引き続
き、環境問題を身近に感じる
ことができる取り組みを進め
ていく。

R6年度に改善した点
13 気候変動に具体的な

対策を
最優先 自治事務 -

①事業参加者に対するアン
ケートの実施の件数

②アンケート結果の分析
「満足」及び「ある程度満
足」と回答を得た件数

参加者の満足割合

いきものふれあいの里セン
ター職員を講師に迎え「自然
散歩」を開催、「狭山丘陵と
温暖化」「ゼロカーボン」
「ナラ枯れ」をテーマに講義
を実施し、八国山周辺を散
策、地域の自然を身近に感じ
てもらった。
アンケートからも参加者の満
足度は高い結果となった。
今後においても引き続きゼロ
カーボンシティ実現に向け
て、環境問題に対する理解を
深めていけるような啓発を心
掛けていく。

R6年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
Ａ 自治事務 -

①主催事業数

②事業参加者に対する5段階
評価アンケート回答数

③アンケート結果の分析
（満足と回答を得た件数）

参加者の満足度割合（％）
（「満足」及び「ある程度満足」と回答を得
た件数÷アンケート回答件数×100）

環境に関する講座を開催し、市民に環境問題を身
近に感じてもらいことを目指すことが当該事業の
目的となっているため、参加者の満足度割合を指
標とする。

ゼロカーボンシティ実現を目標に掲
げ、令和6年度より本事業を開始したも
のである。

脱炭素社会実現の
ための啓発事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 13 気候変動に具体的な

対策を所沢市まちづくりセンター条例及び施行規則、所沢市脱炭素
社会を実現するための条例

20千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

地域の身近な拠点であるまちづくりセンターに
おいて、環境に関する講座の開催、及び周知啓
発等を行い、市民に環境問題を身近に感じてい
ただくとともに、ゼロカーボンシティ実現の推
進を図るものである。

会年職
員等

-

実績 - -

達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①1回

②17件

③17件

R6目標

0.2人

R6

411
市民
部

三ケ
島ま
ちづ
くり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R6実績

事業参加者の満足割合から、今回の講座を通し
て、ゼロカーボンシティ実現の推進に少しでも寄
与できたかを推し量るもの。

開催日時を少しでも参加しやすい時間
帯に設定した。また、初めての事業
だったので参加者に啓発グッズを用意
した。

脱炭素社会実現の
ための啓発事業

根拠法令
R6決算額（見込
み）

所沢市まちづくりセンター条例及び施行規則、所沢市脱炭素
社会を実現するための条例

35千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

環境に関する講座等の開催、及び周知啓発等を
おこない、市民に環境問題を身近に感じていた
だくとともに、ゼロカーボンシティ実現の推進
を図るものである。

会年職
員等

-

実績 - -

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①74件

②61件

R6目標 R6実績
ゼロカーボンシティの実現には、私達
一人ひとりの意識と行動が不可欠であ
る。今回、本事業の実施を通して、理
解を深め考えるよい機会となった。
今後、どのような形で継続して取り組
んでいくかについて検討することが必
要である。

R6その他職員従
事割合

80.0% 82.4%
ゼロカーボンシティの実現
に向けて、講座を通し認識
できたことで環境問題に貢
献した。

期間
会年職
員等

地域住民の環境に対する関心度を上げ
る必要があり、今後も継続して講座等
の開催を実施する。

R6その他職員従
事割合

100人 37人
地域住民に対し、環境問題
の啓発を行うことができ、
ゼロカーボンシティ実現へ
の一助となったと考えられ
る。

期間
会年職
員等

0人

R6

411
市民
部

柳瀬
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

早稲田大学の平塚教授を講師
にお招きし、「子ども達へ残
そう所沢の環境」と題し講演
をいただいた。
出席者からは環境への理解が
深まり、今日から実践出来る
取組を行いたいなど、ゼロ
カーボンの推進が図れた。

R6年度に改善した点
13 気候変動に具体的な

対策を
- 自治事務 -

①定員

②参加者数

参加率（％）

公民館既存事業にはなかった
環境問題に関する講座を開催
したことにより、市民に環境
問題を身近に感じていただ
き、ゼロカーボンシティ実現
への一助となったと考えられ
る。今後も地域団体と協働
し、公民館事業の一環とし
て、継続して講座を開催して
いくことが必要である。

R6年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
- 自治事務 -

①市民参加の講座等の開催

②「ゼロカーボンシティの
推進」に関する情報発信

③来館者への周知

講座参加者数
地域住民の環境に対する関心度合を図るため、講
座参加者数を指標とした。

三ケ島地区環境推進員協議会などの地
域団体と協働して講座を開催し、参加
記念品としてマイボトルの配布を行
い、啓発を行った。

脱炭素社会実現の
ための啓発事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 13 気候変動に具体的な

対策を所沢市まちづくりセンター条例及び施行規則、所沢市脱炭素
社会を実現するための条例

40千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

地域の身近な拠点である「まちづくりセン
ター」において、環境に関する講座等の開催、
及び周知啓発等をおこない、市民に環境問題を
身近に感じていただくとともに、ゼロカーボン
シティ実現の推進を図るものである。
①講座等の開催
②「ゼロカーボンシティの推進」に関する情報
発信
③来館者への周知
・ウォーターサーバー活用の案内
・来館者へのマイボトル持参の呼びかけなど
・廃油や単一プラスチック回収日の周知

会年職
員等

-

実績 - -

講座の日程が講師の都合により３月となって
しまったこと、環境推進員以外の方への周知
が足りなかったことから目標値に届かなかっ
たと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①１講座開催

②「ゼロカーボンシティ推
進」のための幟の設置

③ウォーターサーバーの前
に幟を設置

R6目標

0人

R6

参加者数÷定員×100

初実施

脱炭素社会実現の
ための啓発事業

根拠法令
R6決算額（見込
み）

所沢市まちづくりセンター条例及び施行規則、所沢市脱炭素
社会を実現するための条例

40千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

地域の身近な拠点である「まちづくりセン
ター」において、環境に関する講座等の開催、
及び周知啓発等を行い、市民に環境問題を身近
に感じていただくとともに、ゼロカーボンシ
ティ実現の推進を図るものである。

会年職
員等

-

実績 - -

参加者が想定以上に集まらなかったため。
より事業のねらいを絞り、広報を行っていき
たい。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①100人

②61人

R6目標 R6実績

参加者を集めきれないことが課題。
環境問題に対して市民が知りたいと考
えていることを把握し、多くの人の目
につくように広報を行う。

R6その他職員従
事割合

65.0% 61.0%

講座の実施により、環境問
題の現状と対策について広
める機会となった。

期間
会年職
員等

411
市民
部

新所
沢ま
ちづ
くり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R6) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
（所
属）

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R5予算現額

-

R6予算現額

40千円

R5正規職員人件
費

-

- どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.15 人 評価者

～ 1,224千円
新所沢東まちづくりセンター
長　新井　浩嚴

R5予算現額

-

R6予算現額

83千円

R5正規職員人件
費

-

- どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.20 人 評価者

～ 1,632千円
所沢まちづくりセンター長
青森　理子

R5予算現額

-

R6予算現額

120千円

R5正規職員人件
費

-

- どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.14 人 評価者

～ 1,143千円
並木まちづくりセンター
吉永　寿久

R5予算現額

188,000千円

R6予算現額

217,966千円

R5正規職員人件
費

1.32 人

10,667千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

1.50 人 評価者

～ 12,243千円
マチごとエコタウン推進課長
緑川　達也

411
市民
部

新所
沢東
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R6実績

今後、多くの方が関心を持ってゼロ
カーボン実現へ取り組んでいただける
よう、常態化しないよう配慮しながら
繰り返し発信していく。

R6その他職員従
事割合

1回 1回
地域温暖化におけるゼロ
カーボンへの取り組みを促
すことにより、二酸化炭素
削減に貢献することができ
た

期間
会年職
員等

0人

R6

Ｂ

事業に参加していただいた地
域住民のアンケート結果につ
いては、「満足」及び「ある
程度満足」で100％になった。
しかし、参加人数について
は、講演会事業を含めて67人
に留まったことから、今後は
少しでも多くの人に興味を
持ってもらえるよう、テーマ
設定など工夫をしていきた
い。

R6年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに

そしてクリーンに
A 自治事務 -

①事業参加人数

②アンケート回答件数

③「満足」及び「ある程度
満足」と回答を得た件数

事業参加者の満足度
（「満足」及び「ある程度満足」と回答を得
た割合）

成果指標の目標を達成してい
るため。

R6年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
A 自治事務 -

①啓発に関する講座回数

②啓発に関する講座の参加
人数

脱炭素社会実現に関する講座の開催回数
新規事業のため確実にまず1回開催し、今後継続的
に定着できるように目指すものとする。

令和6年度から事業開始

脱炭素社会実現の
ための啓発事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを所沢市まちづくりセンター条例及び施行規則、所沢市脱炭素
社会を実現するための条例

35千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析
13 気候変動に具体的な

対策を
【目的】
地域の身近な拠点である「まちづくりセン
ター」において、環境に関する講座等の開催及
び周知啓発等をおこない、市民に環境問題を身
近に感じていただくとともに、ゼロカーボンシ
ティ実現の推進に図るものである。
【内容】
脱炭素社会実現に関する講座の開催、啓発や情
報の掲示や配架する。来館者へのマイボトル持
参の呼びかけ及びまちづくりセンター設置の
ウォーターサーバー活用の案内を行う。

会年職
員等

-

実績 - -

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①1回

②22人

R6目標

0.05人

R6

411
市民
部

並木
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

R6実績

地域住民の環境問題に関する周知啓発を目的とし
ているため、事業参加者の満足度を指標とする。

令和6年度の新規事業であるため、事業
の効果や参加者の満足度を把握する目
的でアンケートを実施した。アンケー
ト結果やご意見については、次年度以
降の参考にしていく。

脱炭素社会実現の
ための啓発事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 13 気候変動に具体的な

対策を所沢市まちづくりセンター条例及び施行規則、所沢市脱炭素
社会を実現するための条例

83千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

地域の身近な拠点である「まちづくりセン
ター」において、環境に関する講座等の開催、
及び周知啓発等をおこない、市民に環境問題を
身近に感じていただくとともに、ゼロカーボン
シティ実現の推進を図るものである。

会年職
員等

-

実績 - -

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①67人

②52件

③52件

R6目標 R6実績

環境問題は、未来を担う若い世代にこ
そ関心を持ってもらいたいテーマであ
り、市内の高校にチラシ配架をして広
報に努めたが、若い世代の参加は少な
かった。次年度以降は、若い世代向け
のテーマ設定など検討していきたい。

R6その他職員従
事割合

80.0% 100.0%

市民に環境問題を身近に感
じてもらうことで、周知啓
発を図ることができた。

期間
会年職
員等

今後も座学のみならず、実験や体験を
通した講座を企画し、様々な年代を対
象とすることを検討する。

R6その他職員従
事割合

400人 373人

脱炭素社会実現のための啓
発となった。

期間
会年職
員等

0人

R6

411
市民
部

所沢
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

家庭用の実績が令和5年度の
1,466件から1,604件と（138件
増)大幅に増加したことによ
り、CO₂の削減量は前年度の
732t-CO₂から1757t-CO₂と
（1,025t-CO₂増）大幅に増
え、家庭部門における再生可
能エネルギーの導入と省エネ
を推進できたため。

R6年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに

そしてクリーンに
- 自治事務 149,196千円

①家庭用

②事業者用

③自治会用

④初期費用ゼロ円太陽光実施
事業者用

⑤重点対策加速化事業（家庭
用・事業者用）

本事業を実施することによるCO₂排出量削減推
定量

初めての試みであったが、小
学生は楽しんで学んでいた。
一人ひとりの取り組みが脱炭
素社会実現につながるよう、
息の長い講座にしていきた
い。

R6年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
- 自治事務 -

①年間事業数

②脱炭素社会実現のための
啓発事業参加人数

脱炭素社会実現のための啓発事業参加人数
市民を対象とした、環境について考えるきっかけ
づくりのための講座。 実験を交えた体験的な学習とした。ま

た、並木地区環境推進員協議会の協力
もいただいた。

脱炭素社会実現の
ための啓発事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 7 エネルギーをみんなに

そしてクリーンに所沢市まちづくりセンター条例及び施行規則、所沢市脱炭素
社会を実現するための条例

120千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析
13 気候変動に具体的な

対策を

二酸化炭素排出量の削減に向けて、市民を対象
にした啓発講座を開催する。市民の誰もが脱炭
素社会の重要性を認識し、積極的に取り組む
きっかけをつくる。

会年職
員等

-

実績 - -

対象を小学生としたため、児童数の減少、小
学生にとって都合の良い開催時期ではなかっ
たことが目標値未達成の原因と思われる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①2事業

②373人

R6目標

0.25人

H31

R7目標

住宅や事務所、自治会館等のスマートハウス化の
推進による市域の二酸化炭素排出量の削減効果を
測るため、左記項目を指標とする。

・さらなる太陽光発電システム・蓄電
池の普及に向けて、非FIT太陽光発電シ
ステム・蓄電池（重点対策加速化事
業）を新たに補助対象項目へ追加し
た。
・自治会用の利用拡大のため、補助金
額を補助対象経費の5分の1から2分の1
に変更した。

スマートハウス化
推進補助事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市脱炭素社会を実現するための条例 198,022千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析
13 気候変動に具体的な

対策を
【目的】所沢市マチごとエコタウン推進計画に
基づき、再生可能エネルギー利用設備や省エネ
ルギー設備等を導入する市民及び事業者等に対
して、予算の範囲内で、経費の一部を補助し、
市域における再生可能エネルギーの導入及びエ
ネルギーの効率的な利用をより一層推進する。
【内容】
①家庭用（エコリフォーム、創エネ・蓄エネ機
器導入）
②事業者用
③自治会・管理組合用

会年職
員等

0.25人

実績 増加 732t-CO₂

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①1,604件

②1件

③3件

④36件

⑤（①②のうち）19件

R6目標 R6実績

国の動向や社会情勢、市場価格を把握
し、より効果的な補助となるよう工夫
しながら進めていく。

R6その他職員従
事割合

増加 1757t-CO₂
スマートハウス化の推進に
より、再エネの普及とCO₂
排出量削減を進め、地球温
暖化に貢献した。

期間
会年職
員等

411

環境
ク
リー
ン部

マチ
ごと
エコ
タウ
ン推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R6) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
（所
属）

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R5予算現額

2,000千円

R6予算現額

4,312千円

R5正規職員人件
費

1.60 人

12,930千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

2.87 人 評価者

～ 0千円
マチごとエコタウン推進課長
緑川　達也

R5予算現額

-

R6予算現額

11,500千円

R5正規職員人件
費

-

- どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.83 人 評価者

～ 0千円
マチごとエコタウン推進課長
緑川　達也

R5予算現額

60,861千円

R6予算現額

19,875千円

R5正規職員人件
費

1.15 人

9,293千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

1.73 人 評価者

～ 14,120千円
マチごとエコタウン推進課長
緑川　達也

R5予算現額

-

R6予算現額

113千円

R5正規職員人件
費

-

- どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.70 人 評価者

～ 5,713千円
マチごとエコタウン推進課長
緑川　達也

411

環境
ク
リー
ン部

マチ
ごと
エコ
タウ
ン推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

R6実績 脱炭素社会の実現には市・事業者・市
民が一体となって取り組みを進めてい
く必要があることから、市内事業者の
脱炭素経営化を促し、若者を含めた
様々なステークホルダーと連携しなが
ら地球温暖化問題について情報発信
し、市民のライフスタイルの転換を促
していく。

R6その他職員従
事割合

16回 16回
各主体に脱炭素社会実現に
向けた現状を知っていただ
き、行動に移すことを促す
ことで、環境配慮に貢献し
た。

期間
会年職
員等

0人

R5

Ｓ

目標値を上回るCO₂排出量の削
減に補助金が寄与したため。

R6年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに

そしてクリーンに
- 自治事務 -

①高効率空調機器

②高効率照明機器

本事業を実施することによるCO₂排出削減推定
量

様々な企画やイベント等によ
り、脱炭素社会実現に向けた
各主体への取組を促すことが
できたため。

R6年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに

そしてクリーンに
最優先 自治事務 1,066千円 ①「所沢市脱炭素経営ネッ

トワーク会議」及びイベン
トの開催

②学生と連携した普及啓発
イベントの開催

③職員による出前講座等を
通じた市民への啓発活動

脱炭素に資する会議、イベント、出前講座の
開催数

各主体を巻き込みながら脱炭素の推進を図るた
め、協同でのイベント実施や啓発活動を指標とす
る。

・学生主体的にイベントの企画や参加
するプロジェクトチームを結成し、若
い世代への普及を推進していった。
・事業者、学生、市民と様々な立場の
参加者が交流できるイベントを開催
し、横のつながりを広げた。

所沢市からはじめ
るマチごとゼロ
カーボン運動事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市脱炭素社会を実現するための条例 1,827千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析
13 気候変動に具体的な

対策を
【目的】
令和５年４月施行の「所沢市脱炭素社会を実現するための条
例」の趣旨を踏まえ、、2050年のゼロカーボンシティを実現
するためには、市・事業者・市民の各主体が地球温暖化を自
分事として捉えつつ、スピード感をもって様々な取組を実行
していく必要がある。ゼロカーボンシティ実現に向けて、各
主体が一体となった取組を進めるため、事業者や市民を巻き
こんだ事業推進のきっかけづくりとすることを目的として実
施するものである。
【内容】
・「所沢市脱炭素経営ネットワーク会議」を軸とした活動
・学生と連携した普及啓発イベントの開催
・職員による出前講座等を通じた市民への啓発活動

会年職
員等

0人

実績 15回 19回
事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①会議等:5回　参加事業者数:
延べ約115団体・約280人、来
場者数:約1,500人。ほか二酸
化炭素排出量の可視化を10社
で実施。
②イベント:5回　参加学生:延
べ47人　来場者数:延べ384人
③市内小中学生向け:6回　受
講者数:計1,032人

R6目標

0人

R6 R10

R7目標

R7目標

412

環境
ク
リー
ン部

マチ
ごと
エコ
タウ
ン推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

R6実績

事業者等の省エネ推進による市域の二酸化炭素排
出量の削減効果を測るため、左記項目を指標とす
る。

事業初年度のため、広報ところざわや
商工団体を通じて、補助制度の周知を
行った。

事業者向け省エネ
機器導入補助事業
（重点対策加速化
事業）

根拠法令
R6決算額（見込
み） 13 気候変動に具体的な

対策を
所沢市脱炭素社会を実現するための条例 10,441千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

【目的】「所沢市マチごとゼロカーボンシティ
推進計画」（環境省　地域脱炭素移行・再エネ
推進交付金のうち重点対策加速化事業）に基づ
き、省エネルギー設備を導入する事業者等に対
して、予算の範囲内で、経費の一部を補助し、
市域におけるエネルギーの効率的な利用をより
一層推進する。
【内容】
①高効率空調機器
②高効率照明機器

会年職
員等

-

実績 - -

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①10件

②2件

R6目標 R6実績

事業初年度の反響の大きさを勘案し、
予算の有効活用の観点から、補助対象
事業者を増やし、省エネ設備導入の裾
野を広げるために、上限額を引き下げ
た。

R6その他職員従
事割合

6.24t-CO₂ 36.53t-CO₂
機器の導入により、事業者
のエネルギー効率を改善
し、温室効果ガスの排出削
減につなげている。

期間
会年職
員等

市内の再生可能エネルギーの更なる普
及及び環境にやさしい電力の利用促進
を図るため、民間企業の新たな技術や
手法を取り入れた取組を進める。

R6その他職員従
事割合

50.0MW 50.2MW
市内の再生可能エネルギー
の普及を推進することで、
市域における二酸化炭素排
出量の削減につなげてい
る。

期間
会年職
員等

0人

H30

411

環境
ク
リー
ン部

マチ
ごと
エコ
タウ
ン推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

市域の再エネ設備の総出力に
おいて成果目標を達成してい
るため。

R6年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに

そしてクリーンに
最優先 自治事務 60,542千円 ①電力調達方針に基づき公

共施設における環境にやさ
しい電力の利用推進

②市域における再エネ普及
推進

③所沢版RE100の推進

市域における再生可能エネルギー設備の総出
力

再生可能エネルギー設備の普及推進は脱炭素社会
の構築に向けた最も重要な取組みの一つであるた
め、所沢市マチごとエコタウン推進計画の目標指
標ともなっている設備の総出力を指標とする。

昨年度よりもCO2排出係数の低い電力を
調達する施設が増えた。
また、昨年度よりもSNSを活用した再生
可能エネルギーに関する普及啓発活動
を多く行った。
さらに、RE100の日における17施設での
合計電気使用量が昨年度よりも減少し
た（省エネが進んだ）。

再生可能エネル
ギー普及推進事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市脱炭素社会を実現するための条例 18,529千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析
13 気候変動に具体的な

対策を
「所沢市マチごとエコタウン推進計画」に基づき、
脱炭素社会の構築に向け、市域の再生可能エネル
ギーの利用を推進するものである。
【主な取組】
・メガソーラー所沢、フロートソーラー所沢の運営
・小中学校屋根貸し太陽光発電事業
・公共施設における環境にやさしい電力の利用推進
・再生可能エネルギーの普及推進
・所沢版RE100の取組み
毎月25日を「RE100の日」とし、その日の使用電力を
再生可能エネルギー100％にすることで、再生可能エ
ネルギーの普及啓発を図る。

会年職
員等

0人

実績 42.5MW 44.7MW
事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①公共施設においてCO2排出
係数の低い電力を453件調達
した。
②再生可能エネルギーに関
する啓発活動等を行った。
③本庁舎を含む17の施設
で、毎月25日に「所沢版
RE100の日」を実施した。

R6目標

R7目標

412

環境
ク
リー
ン部

マチ
ごと
エコ
タウ
ン推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

R6実績 認定街区の増加、認定した街区の周知
が課題。
認定街区の増加については、市内で一
定規模の開発実績のある事業者に訪問
等を実施し認定制度の周知を図る。
認定街区の周知については、認定街区
の住民へアンケートを実施し、結果を
活用して省エネ住宅に住むメリットを
広報等により発信する。

R6その他職員従
事割合

3件 2件
モデル街区の創出により新
築における太陽光の普及及
び断熱性の向上を推進し
た。

期間
会年職
員等

0人

R6

事業初年度において、戸建街
区、マンション共に1件ずつ最
高ランクであるCLESSⅢの認定
をし、モデル街区を創出でき
たため。

R6年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに

そしてクリーンに
優先 自治事務 -

①事前相談回数

②マチごとエコタウン認定
（戸建）認定件数

③マチごとエコタウン認定
（マンション）認定件数

認定件数（戸建・マンション合計）
認定街区を増やし、認定基準の街区がスタンダー
ドになることを目指しているため、認定件数を指
標とする。

事業初年度のため、市内で開発を行っ
ている事業者に対し、認定制度の周知
を行った。

マチごとエコタウ
ン認定事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市脱炭素社会を実現するための条例 12千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析
13 気候変動に具体的な

対策を

所沢市の民生家庭部門の二酸化炭素排出量を削
減するには戸単位だけではなく街区での取組が
重要であることから、一定の要件を満たした街
区に対し市から認定を付与し、魅力的な街区作
り及びその発信を通じて市内全域への波及を目
指す事業。

会年職
員等

-

実績 - -

認定要件の設定に時間を要したことにより、
ガイドラインの公開が９月にずれ込む形と
なった。それに伴い、街区開発事業者へのア
プローチが年度後半となり、当該年度内に認
定要件を満たす街区数は２件にとどまった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①2回

②1件

③1件

R6目標

R7目標

65/128



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R6) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
（所
属）

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R5予算現額

3,770千円

R6予算現額

0千円

R5正規職員人件
費

0.23 人

1,859千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.00 人 評価者

～ 0千円 市街地整備課長　森澤　律昭

R5予算現額

11,284千円

R6予算現額

377,619千円

R5正規職員人件
費

0.87 人

7,030千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.95 人 評価者

～ 7,754千円 教育施設課長　市村　浩昭

R5予算現額

6,312千円

R6予算現額

6,312千円

R5正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.00 人 評価者

～ 0千円
スポーツ振興課長
波多野　健一

R5予算現額

75,000千円

R6予算現額

155,000千円

R5正規職員人件
費

0.72 人

5,818千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.67 人 評価者

～ 5,469千円 道路建設課長　岩崎　幸司

Ａ

月に15件ほどの利用を見込ん
でいたが、月平均23件以上の
利用実績が得られている。

R6年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに

そしてクリーンに
- 自治事務 3,770千円

①カーシェアリングの利用
実績数

EVカーシェアリング利用実績数

0人

R5 R8

カーシェアリングとEV利用の促進が、当該事業の
目的となっていることから、運営を開始したEV
カーシェアリングの利用実績数を目標とする。 特になし

脱マイカー・エコ
マチシェアリング
促進事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
都市計画法、道路法、所沢市マチごとエコタウン推進計画 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

都市内移動の低炭素化転換、脱マイカー（所有
から共有）への機運醸成のため、EVシェアリン
グの利用促進を図り、まちなかにおける自家用
車抑制による低炭素化及び良好で快適な住環境
の形成を目指すものである。

会年職
員等

0人

実績 30件 62件

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①276件

R6目標 R6実績

月毎の目標利用数が達成できているこ
とを定期的に確認し、利用数の低下が
継続する際には事業者と対策を検討す
る。

R6その他職員従
事割合

180件 276件
EVカー利用でCO2減少に貢
献できる。また、カーシェ
アリングの促進により、マ
イカーの減少を促し、交通
渋滞の低減に貢献できる

期間
会年職
員等

412

街づ
くり
計画
部

市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

工事対象校の8校を計画とおり
実施し、本市が掲げるゼロ
カーボンシティの実現に寄与
できた。

R6年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
最優先 自治事務 9,350千円

①設計実施件数

②工事実施件数

工事の進捗

0人

R5

412
教育
総務
部

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

R6実績

公立小中学校は47校あり、既存照明器具をLED照明
器具に改修した学校数を指標とする。

特になし

小中学校校舎照明
LED化事業

根拠法令
R6決算額（見込
み）

- 275,659千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

本事業は、校舎に設置されている既存照明のLED
化を実施し、二酸化炭素の排出削減及び光熱費
等の維持管理費の縮減を図ることにより、本市
が掲げるゼロカーボンシティの実現に寄与する
ものである。

会年職
員等

0人

実績 設計15件 設計15件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①0件

②8件

R6目標 R6実績

国庫補助金の交付決定時期が不透明で
ある。

R6その他職員従
事割合

工事8件 工事8件

施設の改修工事により、学
校環境の向上に貢献でき
た。

期間
会年職
員等

今後もCO2排出量の削減及び光熱費等維
持管理の縮減を図っていく。

R6その他職員従
事割合

70.0% 103.2%
利用者の利便性を図り、Ｃ
Ｏ２排出量の削減及び光熱
費等維持管理の縮減に貢献
した。

期間
会年職
員等

0人

H30 R11

412
教育
総務
部

教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標を達成してい
る。

R6年度に改善した点
13 気候変動に具体的な

対策を
最優先 自治事務 69,111千円

①市道1-900号線改良舗装工
事（改良整備延長）

埼玉県、清瀬市と共同で行う橋りょう改築と
合わせて接続する周辺道路整備に係る工事計
画に対する進捗率

LED化したことで照度が上が
り、市民が安全にスポーツを
楽しめる環境整備と同時に省
電力化による環境配慮を促進
した。燃料価格の高騰が続い
ていることから、電気料の推
移については引き続き注視し
ていく。

R6年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに

そしてクリーンに
- 自治事務 6,312千円

①市民体育館R5年度年間電
気料

②市民体育館R6年度年間電
気料

電気料削減比率
（当年電気料÷工事前年電気料×100）
市民体育館30年度年間電気料28,145,180円

照明灯をLED化することで、電気料は50％以上の削
減が見込めるところではあるが、設置個所のみの
電気料が算出できず、館（市民体育館と総合運動
場）全体となってしまうため、そのことを考慮
し、70％とした。

不必要な電気を使用しないように、こ
まめにスイッチを切る等を徹底した。

所沢市民体育館等
LED化整備事業

根拠法令
R6決算額（見込
み）

スポーツ基本法、所沢市体育施設設置及び管理条例 6,312千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

所沢市民体育館、地区体育館の照明として水銀
灯が使用されていたが、LED化することで照度を
上げ、利用者の利便性を図ると共にCO₂排出量の
削減及び光熱費等維持管理の縮減を図った。

会年職
員等

0人

実績 70.0% 97.1%

世界的な燃料価格の高騰が続いていることに
よる、電気料金の値上げの影響が残ってい
る。また、令和5年度より利用者数が増加した
ことに伴い、利用時の冷暖房利用が増えたこ
とも要因の一つである。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①27,320,115円

②29,046,377円

R6目標

橋りょうの改築にあたり、各年度で計画した業務
がどれくらい進捗できたかで評価する。

地権者とスケジュール調整を図りなが
ら道路整備工事を完成させた。
またR7.3.15に新しい清柳橋が開通し
た。

所沢市総合治水対
策事業（清柳橋改
築事業）

根拠法令
R6決算額（見込
み）

道路法、河川法、土地収用法 148,137千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

　本市を流域に持つ柳瀬川については、埼玉県
が河川整備を進めている。しかし、東川との合
流点前後区間は、所沢市と清瀬市が管理者であ
る清柳橋が妨げとなり、これまで進めてきた柳
瀬川と東川の河川整備の効果が十分に発揮でき
ない状況である。
　このため、今後の浸水被害の軽減を図るため
に、道路管理者である所沢市と清瀬市及び河川
管理者である埼玉県とともに当該橋りょうの改
築を進めるとともに、接続する市道1－900号線
の道路改良工事に取り組むものである。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①令和6年4月22日着工
　令和7年3月24日完了
　計画延長278.961m
　実施延長261.7m

R6目標 R6実績

橋りょう改築を共同で進める埼玉県及
び清瀬市と綿密に協議するとともに調
整を図り、事業を滞りなく進めてい
く。

R6その他職員従
事割合

100.0% 100.0%
浸水被害の軽減を図り、気
候関連災害や自然災害に対
する強靱性及び適応の能力
を強化することを図った。

期間
会年職
員等

413
建設
部

道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

0人

H30 R9 66/128



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R6) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
（所
属）

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R5予算現額

4,745千円

R6予算現額

6,795千円

R5正規職員人件
費

3.25 人

26,263千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

1.53 人 評価者

～ 12,488千円 みどり自然課長　金子　敦

R5予算現額

5,570千円

R6予算現額

7,439千円

R5正規職員人件
費

0.70 人

5,657千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

1.56 人

～ 12,733千円 みどり自然課長　金子　敦

R5予算現額

425千円

R6予算現額

284千円

R5正規職員人件
費

1.78 人

14,384千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.74 人 評価者

～ 6,040千円 みどり自然課長　金子　敦

R5予算現額

219,745千円

R6予算現額

208,048千円

R5正規職員人件
費

2.35 人

18,990千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

2.52 人 評価者

～ 20,568千円 みどり自然課長　金子　敦

421

環境
ク
リー
ン部

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

R6実績

同じような目的であったり、目的を既
に達成したと思われるイベントもある
ことから、開催するイベントの内容を
見直し、開催回数を減らすものの内容
を充実させ効率化を図るなどの工夫を
していく。

R6その他職員従
事割合

2,000人 1,451人

緑の創出、生物多様性保全
の意識醸成に寄与した。

期間
会年職
員等

0.17人

H18

Ｓ

目標は達成しているが、高齢
化や担い手不足を理由に活動
をやめる団体もあり、登録人
数は前年度より減少となっ
た。
目標である登録人数を維持す
ることはもとより、活動その
ものの活性化を図れるよう、
知識や技術更新のための講座
のほか、連絡会の開催を行っ
ていく。

R6年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 5,120千円

①講座の開催回数

②パートナー登録団体数

③みどりのパートナー活動
補助金額

みどりのパートナー登録者数

ふるさとのみどり啓発事業と
生きものと子どもが出会う森
づくり事業を統合し、令和6年
度より生きものとみどり啓発
事業としてスタートした。
みどりのふれあいウォークの
参加者数は目標値は未達で
あったが、昨年度より増加と
なったほか、甲虫類を繁殖さ
せるためのプールは所定数を
設置できた。

R6年度に改善した点

15 陸の豊かさも守ろう

重要 自治事務 4,606千円
①みどりのふれあいウォー
ク参加人数

②みどりのカーテンコンテ
スト応募数

③落ち葉プール設置か所数

みどりのふれあいウォーク参加人数

生きものとみどり啓発事業の中核を担う事業とし
て、市内住民のみならず、西武鉄道沿線等の近隣
からも参加する一大イベントであることから、参
加人数を指標とする。なお、令和元年度以降は、
実情に即し毎年2,000人を目標とすることとした。

みどりのふれあいウォークでは、市民
が参加したくなるようなイベントにす
るために新規コンテンツ（樹林地内カ
フェの設置やスタンプラリー等）の導
入、落ち葉プールについては、市民の
森の地権者と交渉を行ったほか、子供
向けに昆虫教室なども開催し、目的達
成に向けて様々な取り組みを行った。

生きものとみどり
啓発事業

根拠法令
R6決算額（見込
み）

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市緑の基金条
例

6,299千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

本市のブランドである豊かなみどりの保全のた
め、「みどりのふれあいウォーク」や環境展示
会等を開催し市民の理解と意識の向上を図るほ
か、イベントの際に緑の募金運動を実施し、参
加者から寄附金を募る。また、「みどりのカー
テン」による省エネと緑化を推進するため、朝
顔とゴーヤの種子袋を配布し、みどりのカーテ
ンコンテストを開催する。さらに、自然や生き
ものへの親しみや関心を高めるため、カブトム
シ等の昆虫類を繁殖するための落ち葉プール等
を設置し、虫取りや観察などの場を提供する。

会年職
員等

0人

実績 2,000人 1,101人

興味を惹きつけるコンテンツが不足していた
と考えられる。幅広い世代への周知を行う観
点から、参加数が少ない若年層の参加を狙っ
たコンテンツを盛り込むなどの検討を行う。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①1,451人

②13件

③5か所

R6目標

0.05人

H24

項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

423

環境
ク
リー
ン部

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

R6実績

みどりのパートナー登録者の増加が、みどりの保
全及び創出につながることから、登録者数を指標
とする。

育成講座及び緑化講座について、学ん
だ内容をより実践に活かせるものとす
るため、内容を見直した。また、みど
りのパートナー連絡会を開催し、活動
に資する情報提供、団体間の情報共有
を行った。

みどりのパート
ナー活動推進事業

根拠法令
R6決算額（見込
み）

15 陸の豊かさも守ろう
ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市みどりの
パートナー活動実施要綱、所沢市みどりのパートナー活動支
援事業補助金交付要綱

6,361千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析
17 パートナーシップで

目標を達成しよう

本市のみどりをより豊かにする市民活動を推進
するため、みどりの保全及び緑化の推進に関し
て自発的かつ実践的な活動を行う個人又は団体
を「みどりのパートナー」として登録し、この
パートナーに対して情報の提供や緑化資材の助
成等、育成・支援等を行う。

会年職
員等

0人

実績 1,415人 1,659人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①5回

②63団体

③4,631千円

R6目標 R6実績 平成24年度より継続してきた本事業で
あるが、団体メンバーの高齢化や、み
どりのパートナー活動の内容がマンネ
リ化しつつあり、活動の継続に向けた
活性化が必要である。
講座による新しい知識の導入や連絡会
での横のつながりにより、新しい視点
で課題に向き合う契機を創出する。

R6その他職員従
事割合

1,420人 1,592人
講座を通じた環境教育の実
施、官民のパートナーシッ
プによるみどりの保全と創
出を通じた自然環境の確保
を行った。

期間
会年職
員等

みどりの基本計画の方針及び審議会で
の専門的知見からの意見を踏まえなが
ら、各施策を効果的に推進していくと
ともに、保全の必要の高い土地につい
ては地域制緑地の指定も検討する。

R6その他職員従
事割合

12件 15件
緑地の保全、創出を通じ
て、自然環境や気候変動へ
の貢献、良好な住環境の創
出を行った。

期間
会年職
員等

0人

H21

422

環境
ク
リー
ン部

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額

Ｓ

管理の必要な緑地は毎年増加
しているものの、予算には限
りがあることから、対象地に
優先順位を設け、特に緊急性
の高い箇所を中心に管理を実
施するなど、効率的な保全管
理を図ることで、必要な管理
作業が実施できるよう努めて
いる。

R6年度に改善した点
13 気候変動に具体的な

対策を
重要 自治事務 215,307千円 ①業者委託等による剪定・

伐採等の管理

②みどりのパートナーによ
る除草・清掃等の管理

③市民参加による保全管理
作業

管理作業実施面積

令和6年度よりみどりの基本計
画推進事業と水とみどりがつ
くるネットワーク計画推進事
業を統合した。
令和6年度は、みどりの基本計
画に基づき、三ケ島一丁目里
山保全地域の指定のほか、3か
所の里山保全地域（北野南二
丁目、上山口堀口天満天神社
周辺、菩提樹池）において指
定拡大を行った。
また、みどりの審議会におい
て、みどりの基本計画に基づ
く施策や事業の進捗管理等を
行うことにより、各種施策や
事業の推進、展開を図った。

R6年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 103千円 ①みどりの審議会の開催回

数

②みどりの基本計画の施策
の進捗状況の審議回数

③生物多様性ところざわ戦
略の施策の進捗状況の審議
回数

地域制緑地の指定件数（指定の拡大も含む）
みどりの保全には、土地所有者の協力のもと、土
地利用に一定の制限を加える地域制緑地の指定が
効果的なことから、指定件数を指標とした。

みどりの基本計画の進捗管理、里山保
全地域の指定及び指定拡大の諮問・答
申を行うため、みどりの審議会を開催
した。

みどりの基本計画
推進事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 13 気候変動に具体的な

対策を都市緑地法、生物多様性基本法、ふるさと所沢のみどりを守
り育てる条例

181千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

15 陸の豊かさも守ろう

「所沢市みどりの審議会」において、みどりの
基本計画に基づく施策や事業の進行管理を行う
ことにより、みどりの保全や創出、生物多様性
の保全、水とみどりがつくるネットワークの構
築に係る事業の推進を図る。

会年職
員等

0人

実績 11件 11件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①2回

②1回

③1回

R6目標

0.3人

H6

業者委託等による剪定・伐採等の管理面積＋みど
りのパートナーによる除草・清掃等の管理面積＋
市民参加による保全緑地管理作業面積を指標とす
る。

樹林地内でナラ枯れ木及び枯損木を発
見した際の対応を造園会社と共有し、
早急に手を打つことができた。

緑地管理整備推進
事業

根拠法令
R6決算額（見込
み）

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市市民の森設
置要綱、所沢市市民緑地設置要綱、所沢市まちなかみどり保
全地区設置要綱

203,822千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

地域制緑地を指定した緑地（市民の森等）や、
市の買い入れや寄附によって取得した緑地の自
然環境や植生、景観を将来に引き継ぐため、高
木の剪定、不良木の伐採、除草等、適切な維持
管理を行う。また、市民が安全にみどりと触れ
合う場を提供するため、ナラ枯れ被害木をはじ
めとする危険木の伐採等を行うとともに、市民
に公開している緑地の園内柵や、外周柵の設置
及び修繕等を行う。

会年職
員等

0人

実績 40ha 53.17ha

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①25.54ha

②24.34ha

③1.15ha

R6目標 R6実績

みどりの基本計画に基づき市で管理す
る樹林地を増やしてきた。これに伴
い、管理費用も増額が必要となるが、
予算には限りがあることから管理費用
の圧縮に向け現状の管理方法を見直
す。

R6その他職員従
事割合

40ha 51.03ha
緑地の管理・整備を通じ
て、地球温暖化防止等の森
林の公益的機能の発揮に寄
与した。

期間
会年職
員等

423

環境
ク
リー
ン部

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R6) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
（所
属）

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R5予算現額

70,335千円

R6予算現額

71,340千円

R5正規職員人件
費

1.25 人

10,101千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.92 人 評価者

～ 7,509千円 みどり自然課長　金子　敦

R5予算現額

3,231千円

R6予算現額

3,305千円

R5正規職員人件
費

0.45 人

3,636千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.35 人 評価者

～ 2,857千円 みどり自然課長　金子　敦

R5予算現額

1,154千円

R6予算現額

1,007千円

R5正規職員人件
費

1.10 人

8,889千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.70 人 評価者

～ 5,713千円 みどり自然課長　金子　敦

R5予算現額

5,200千円

R6予算現額

0千円

R5正規職員人件
費

0.90 人

7,273千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.06 人 評価者

～ 490千円 みどり自然課長　金子　敦

423

環境
ク
リー
ン部

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

R6実績
みどりの基本計画に基づき指定を進め
てきた里山保全地域については概ね目
標を達成している。
今後も里山保全地域等の指定は行って
いくものの、その保全管理に重きをお
きつつ、消失の恐れのある緑地の公有
地化についても引き続き検討する。

R6その他職員従
事割合

98ha 106.06ha
緑地保全制度の指定や公有
地化により、自然環境の維
持や気候変動の抑制、良好
な住環境の創出に貢献でき
た。

期間
会年職
員等

0人

H24

Ｃ

補助金制度は、所有者から一
定の評価は得ているが、管理
には補助対象外の経費も伴
う。このため管理に伴う所有
者負担が大きいことなどか
ら、指定登録予定数に至らな
いばかりでなく、登録が解除
され、伐採される場合があ
る。

R6年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 677千円

①保存樹木管理の補助件数

②保存樹林管理の補助件数

③ふるさとの樹管理の補助
件数

ふるさとの樹の指定本数

目標は達成している。
引き続き、豊かなみどりを守
り育て、未来の子どもたちに
継承していくため、緑地保全
制度の指定、及び公有地化に
よるみどりの保全の取り組み
を進める。

R6年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
最優先 自治事務 67,216千円

①植生調査

②みどりの公有地化

保全配慮地区における地域制緑地の指定面積
指定面積（平成22年度からの累積（平成29年時点
累積55ha）とし、令和10年度までに110haを目指す
ものである。）

公有地化にあたって、年度内に手続き
を完了するため、丁寧なスケジュール
管理を行い手続きを進めた。

里山保全地域等指
定整備事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 13 気候変動に具体的な

対策を都市緑地法、ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢
市みどりの基本計画　等

71,089千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

15 陸の豊かさも守ろう

市内に残された貴重な緑地を保全し未来のこど
もたちにふるさと所沢のみどりを継承するた
め、緑地保全制度の指定を行うとともに、適切
に管理するための方針となる保全管理計画を策
定する。また、相続や開発等により消失の恐れ
がある緑地について、土地の取得（寄附受入を
含む）により、公有地化を行う。

会年職
員等

0人

実績 95ha 103.85ha

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①413,049㎡

②25,129㎡

R6目標

0人

H27

423

環境
ク
リー
ン部

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

R6実績

本事業中、最も希少価値の高い、ふるさとの樹の
本数を指標とした。

これまで5年置きにしか補助の申請がで
きなかったが、毎年補助の申請ができ
るように要綱を改正し、制度周知の案
内を所有者あてに送付した結果、前年
度よりも補助金申請件数が増加した。

保存樹木等指定促
進事業

根拠法令
R6決算額（見込
み）

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市保存樹木等
支援事業補助金交付要綱

2,168千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

市街地やその周辺のみどりの永続的な保全を図
るため、保存樹木等に対する損害賠償責任保険
への加入や保全管理費用の助成による所有者へ
の支援を行う。また、保存樹木等の指定制度に
ついて市民に周知し、新たな保存樹木等の指定
を行うとともに、市民の保存樹木等の保全に対
する関心を高める。

会年職
員等

0人

実績 50本 28本

適用範囲が市街化区域及びその周辺区域のた
め、対象となる樹木が少なく、新規登録が難
しい。また、現在指定されている樹木も、所
有者の高齢化等により維持管理が困難とな
り、解除する指定木もある。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①4件

②10件

③0件

R6目標 R6実績

市街地にある、指定が掛かっていない
樹木の調査を行い、保存樹木制度につ
いて更なる周知を図り、新規発掘に努
める。

R6その他職員従
事割合

50本 27本
保存樹木等の指定を通じ
て、まちの景観の向上や生
物の生息環境の維持につな
がった。

期間
会年職
員等

平成11年度より継続してきた本事業で
あるが、事業の内容がマンネリ化しつ
つある。
引き続き事業の見直しを図り当初の目
的を達成できるようにする。

R6その他職員従
事割合

100本 97本
みどりを創出することによ
りヒートアイランド現象の
緩和とまちなみの景観創出
に貢献できた。

期間
会年職
員等

0.05人

H11

423

環境
ク
リー
ン部

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｃ

令和3年度より、みどりの基本
計画に定める緑化重点地区内
の低未利用地にみどりのエコ
スポットを設置し、令和5年度
で4か所となった。
令和6年度も新たな設置箇所を
検討したものの、エコスポッ
トに適した土地が見つからな
かった。
まちなかであるがゆえに、低
未利用地そのものが少ないこ
とから、今後は事業の見直し
も視野に入れる必要がある。

R6年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
優先 自治事務 4,730千円

①在来種の植樹本数

②雨水浸透施設の設置

整備箇所数

グリーンカーペット促進事業
とみどりの街並み創出事業を
統合し、令和6年度よりみどり
の創出事業としてスタートし
た。
公立保育園に植えた芝生は管
理を通じて概ね安定してい
る。
公共施設へ配布していた球根
については、単価上昇による
コスト増に対し緑化創出の効
果は限定的であり令和5年度を
もって終了とした。
一方で、市民に向けた花苗と
苗木については、一定数を市
民フェスティバルにて配布
し、みどりへの意識醸成を
図った。

R6年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 1,061千円

①イベントにおける花苗配
布数

②芝生維持管理実施園数

イベントにおける苗木配布数
街や住宅におけるみどりの創出と、市民の意識の
高揚を図るため、イベントにおける苗木の配布数
を指標とした。

芝生を枯らさないために園庭に給水設
備を設置した。
花苗と苗木は、生物多様性保全に関す
るキーワードを答えることを配布条件
とし、啓発につなげた。

みどりの創出事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 13 気候変動に具体的な

対策をふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市みどりの基
本計画

988千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

街中における生物生息空間の保全・再生・創出
を推進するため、公共施設の新規整備や改修等
にあたり、公共施設ガイドラインに基づく緑化
指導を行うほか、芝生化した園庭の芝生の維持
管理を行う。また、市民に花苗や苗木を配布
し、エコロジカルネットワークの形成やみどり
への意識向上を図る。

会年職
員等

0人

実績 100本 100本

物価上昇により予定数を購入できなかったた
め。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①595ポット

②4園

R6目標

0人

R3

事業用地の調査・検討、貸借契約、設計・工事委
託、開設等の事務を経て、年に一か所の整備を目
標とする。

エコスポットに適した低未利用地の情
報を関係各所（管財課、道路建設課
等）から収集した。

みどりのエコス
ポット整備事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 13 気候変動に具体的な

対策を所沢市みどりの基本計画、所沢市マチごとエコタウン推進計
画

0千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

15 陸の豊かさも守ろう

まちなかの低未利用地について、市民の憩いの
場を整備するとともに、みどりの貴重なまちな
かでの動植物の生息、生育地を創出するもので
ある。また、整備により無秩序な開発の抑制、
良好なまちなみ景観や生活環境の形成、生物多
様性への貢献、ヒートアイランド現象等の環境
負荷の低減、雨水流出の抑制等が期待できるも
のである。

会年職
員等

0人

実績 1か所 2か所

本事業に適したまちなかにおける低未利用地
がなかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①0本

②0か所

R6目標 R6実績

新たに設置を試みるもエコスポットに
適した土地がなく、令和7年度は予算化
していない。
今後は事業の見直しも視野に、制度の
あり方について検討していく。

R6その他職員従
事割合

1か所 0か所
みどりの貴重なまちなかに
おいて、生物の生息・生育
空間の担保と憩いの場を創
出した。

期間
会年職
員等

423

環境
ク
リー
ン部

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R6) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
（所
属）

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R5予算現額

1,796千円

R6予算現額

1,970千円

R5正規職員人件
費

1.92 人

15,516千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

2.32 人 評価者

～ 18,936千円 みどり自然課長　金子　敦

R5予算現額

384,698千円

R6予算現額

222,962千円

R5正規職員人件
費

0.90 人

7,273千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.90 人 評価者

～ 7,346千円 公園担当参事　相沢　渉

R5予算現額

300千円

R6予算現額

300千円

R5正規職員人件
費

0.30 人

2,424千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.48 人 評価者

～ 3,918千円 河川課長　遠山　秀仁

R5予算現額

7,287千円

R6予算現額

6,713千円

R5正規職員人件
費

0.40 人

3,232千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.45 人 評価者

～ 3,673千円 河川課長　遠山　秀仁

423

環境
ク
リー
ン部

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

R6実績
水田耕作には専門的な知識や経験が必
要であることに加え、地元・関係団体
の担い手不足が深刻になっている。
地元に限らず水田の景観保全に協力し
てもらえる団体、企業などへの働きか
けを行うなど、担い手の確保に努め
る。

R6その他職員従
事割合

0.44ha 0.44ha
里山景観の保全によるまち
なみづくりや、水辺環境の
保全による気候緩和や生物
の生息空間を創出した。

期間
会年職
員等

0.1人

R3

Ａ

地権者と交渉を行いながら予
定通りに取得を進めることが
できている。

R6年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
最優先 自治事務 384,619千円

①用地取得面積
用地取得面積

前のみどりの基本計画にて、
上山口にある水田も含めた里
山の景観を保全することが定
められ、令和3年より事業を
行ってきた。
地元・関係団体の協力によ
り、上山口堀口天満天神社周
辺里山保全地域内に残された
貴重な水田のある里山の景観
を保全することができてい
る。

R6年度に改善した点
13 気候変動に具体的な

対策を
最優先 自治事務 1,721千円

①田植え作業実施

②稲刈り作業実施

貸借契約、公有地化により水田を保全・担保
した面積

地元・関係団体との協働により実施可能な耕作範
囲について、市で地権者より借り受け、または公
有地化により保全・担保した面積を目標とする。

市と地元・関係団体との役割を実施要
領を定めてより明確にし、それぞれが
活動しやすいように整理した。

水田景観保全事業

根拠法令
R6決算額（見込
み）

15 陸の豊かさも守ろう
ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市みどりの基
本計画

1,850千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

上山口堀口天満天神社周辺里山保全地域内に残
されている貴重な水田を保全し、良好な都市環
境の維持と多様な生物の生息・生育空間の確保
を図るとともに、豊かな里山の景観を引き継い
でいくことを目的とするものである。

会年職
員等

0人

実績 0.44ha 0.44ha

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①1回

②1回

R6目標

0人

R3 R8

423
建設
部

河川
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

R6実績

事業の進捗を図るためには、用地確保が最重要と
なることから用地取得面積を目標値としている。 地権者との用地交渉において、確実に

ご理解ご協力を頂けるよう、より丁寧
な説明に努めた。

北秋津・上安松地
区都市緑地保全事
業

根拠法令
R6決算額（見込
み）

都市公園法・都市緑地法 222,677千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

北秋津・上安松地区は、所沢市みどりの基本計
画において、みどりの保全を重点的に推進する
北秋津周辺保全配慮地区に位置付けられてい
る。本地区では、土地区画整理事業を基本とし
た、まちづくり事業が行われており、地区内に
は柳瀬川段丘崖の斜面林や、平地林のまとまり
のある貴重なみどりが存在している。
本事業は、これらのみどりを保全するため、令
和2年度に都市緑地として都市計画決定した用地
を取得するとともに、みどりの保全及び管理を
行うものである。

会年職
員等

0人

実績 2856.84㎡ 2856.84㎡

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①1,571.71㎡

R6目標 R6実績

事業期間内に用地取得が完了するよ
う、用地交渉を進める。

R6その他職員従
事割合

1571.71㎡ 1,571.71㎡
北秋津・上安松土地区画整
理事業区域内のまとまりの
ある貴重なみどりの保全に
貢献した。

期間
会年職
員等

加入団体を増やすため、河川の保全活
動に取り組んでいる団体の活動状況
と、活動箇所の整備状況について調査
を行う。

R6その他職員従
事割合

４団体 ３団体
草刈り等を行い、水流れの
保全に努めた。
また、ホタル等の生物の保
護に努めた。

期間
会年職
員等

0人

H22

423
建設
部

公園
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標を達成した。

R6年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 7,283千円

①東川桜枝剪定

東川桜枝剪定延長

令和6年度は、団体数を増やす
ことができなかったが、これ
までに3団体が加入して活動を
継続している。

R6年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 300千円

①活動団体数

活動団体数
地域に根付いた親しみのある多自然川づくりへの
要望があることから、市との協働による多自然の
川づくりを行う活動団体数を指標とする。

市民活動支援センターに協力を仰ぎ、
市内の河川や水路の清掃活動をしてい
る団体について調査した。

ふるさとの川再生
事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 12 つくる責任　つかう

責任
- 300千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

多自然の川づくりを推進するため、市民団体等
と協働し、市が指定した河川・水路の区域を対
象として、清掃及び除草、生物の保護、自然の
再生活動等を行う。

会年職
員等

0人

実績 ４団体 ３団体

ふるさとの川再生事業は、年間を通じて水路
の維持管理等を団体にお願いすることとな
り、通常のアダプト事業よりも団体にかかる
負担が大きいため、参加していただける団体
が少ない。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①３団体

R6目標

0人

H30

Ｒ2年度までは、東川遊歩道整備延長を指標として
いたが、Ｒ2年度で遊歩道整備が完了したため、Ｒ
3年度からは、東川桜枝剪定延長を指標としてい
る。

桜並木の景観に配慮し、剪定強度を調
整した。

東川桜舞う遊歩道
事業（COOL JAPAN
FOREST構想事業）

根拠法令
R6決算額（見込
み） 12 つくる責任　つかう

責任
河川法 6,672千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

「COOL JAPAN FOREST構想」における周辺環境整
備の一環として、本市にとって重要な観光資源
である東川沿いの桜並木（旭橋から柳瀬川合流
点）及び遊歩道について、継続的に維持管理を
行っていくものである。

会年職
員等

0人

実績 965ｍ 965m

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①1,635m

R6目標 R6実績

桜並木については、樹齢が高いので、
倒木及び枯れ枝の落下等による被害が
起きないよう注意を払う。
遊歩道についても、良好な環境が維持
できるよう管理する。

R6その他職員従
事割合

1,635m 1,635m

桜の剪定等を行い、桜並木
の保全に努めた。

期間
会年職
員等

423
建設
部

河川
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R6) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
（所
属）

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R5予算現額

36,035千円

R6予算現額

16,754千円

R5正規職員人件
費

0.45 人

3,636千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.75 人 評価者

～ 6,122千円 河川課長　遠山　秀仁

R5予算現額

60,000千円

R6予算現額

70,000千円

R5正規職員人件
費

0.41 人

3,313千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.71 人 評価者

～ 5,795千円
資源循環推進担当参事
山屋　貴裕

R5予算現額

17,752千円

R6予算現額

23,047千円

R5正規職員人件
費

5.13 人

41,456千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

6.22 人 評価者

～ 50,768千円
資源循環推進担当参事
山屋　貴裕

R5予算現額

10,002千円

R6予算現額

15,405千円

R5正規職員人件
費

1.25 人

10,101千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

1.25 人 評価者

～ 10,203千円
資源循環推進担当参事
山屋　貴裕

423
建設
部

河川
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R6実績

今後の散策路整備においては、別途散
策路用地が必要となるため、用地取得
を実施しながら事業を進めていく。
なお、整備済区間については、良好な
散策路環境が維持できるよう管理す
る。

R6その他職員従
事割合

70m 72.3m

ウッドチップによる歩きや
すい散策路を整備した。

期間
会年職
員等

0人

R元

Ｂ

世界最大の資源物輸入国であ
る中国の輸入規制に加え、新
聞・印刷用紙の需要減、物価
上昇の影響で、リサイクル業
界は依然として厳しい状況に
置かれている。
加えて地域団体の担い手の高
齢化が進んでおり、従来の啓
発活動だけでなく、事業を存
続させる対策が必要である。

R6年度に改善した点
12 つくる責任　つかう

責任
重要 自治事務 49,964千円

①集団資源回収量

②登録団体数

集団資源回収率
（集団資源回収量／家庭ごみ量×100）

成果指標の目標を達成した。

R6年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
優先 自治事務 30,915千円

①砂川堀散策路整備

砂川堀散策路整備延長
安全に通行できる散策路整備を進めるため、地元
住民や水辺のサポーター制度に登録されている団
体等と意見を交換しながら、事業を進めていく。

設置した安全柵について、既設品を再
利用することにより、事業費の削減を
図った。

砂川堀水辺保全・
散策路整備事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 12 つくる責任　つかう

責任
所沢市水とみどりがつくるネットワーク計画 16,718千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

「水とみどりがつくるネットワーク」を構成す
る河川の一つである砂川堀の貴重な水とみどり
を保全し、その自然を知り親しめる散策路を整
備するものである。
また、立ち枯れ、倒木の危険等がある河川敷内
樹木について、剪定・伐採を行う。

会年職
員等

0人

実績 0m 0m

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①72.3m

R6目標

0人

H3

431

環境
ク
リー
ン部

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

R6実績

集団資源回収にて回収される資源物の割合が増え
ることで、行政回収の負担が減ることから、集団
資源回収率を指標とする。
なお、目標値は、所沢市一般廃棄物処理基本計画
（平成22年度版）に基づく。

市民の自主的活動を支援し協力をいた
だきながら、より多くの資源物を回収
するため、報償金単価を6円から7円に
増額した。

集団資源回収報償
金交付事業

根拠法令
R6決算額（見込
み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市集団資源回収事
業報償金交付要綱

54,914千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

集団資源回収事業実施団体（自治会・町内会、
子ども会等）が資源物（新聞、雑誌・雑がみ、
段ボール、古布、アルミ缶・スチール缶、紙
パック、生きびん）を集団資源回収事業取扱業
者に引き渡す活動に対し、市は資源物1kgあたり
7円（生きびんは1本当たり7円）の報償金を交付
し、ごみの減量と資源化の推進を図る。

会年職
員等

0人

実績 13.0% 10.9%
紙類の国内生産量の減少や少子高齢化による
団体の解散等により、資源物の回収量が減少
した。

集団資源回収に含まれる新聞・雑誌・段ボー
ル
R4:8,666ｔ
R5:8,048ｔ
R6:7,574ｔ

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①7,845t

②424団体

R6目標 R6実績 燃料費の高騰や高齢化の影響により、
協力業者の廃業や団体の撤退が続いて
いるため、引き続き団体・協力業者双
方への支援を行い事業継続と廃棄物の
減量を図る。
資源物の持ち去りについては、古紙回
収業者とも連携して警備等を行い、市
民が安心して古紙を出せるように対応
を行う。

R6その他職員従
事割合

13.0% 10.6%

家庭で使用した古紙類を再
資源化することで、廃棄物
の減量に貢献した。

期間
会年職
員等

東部クリーンセンターへの再生家具の
回収量について、さらなる確保を依頼
していく。
参考：６年度粗大ごみ回収量
　　　東部CC　184点　西部CC　553点

R6その他職員従
事割合

1,770点 1,661点
ごみとして処分される家具
類を資源循環推進課として
リユース・リサイクルをし
市民に還元出来、地球温暖
化防止に貢献した。

期間
会年職
員等

6人

H29

431

環境
ク
リー
ン部

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

粗大ごみや資源物の搬入量が
減少していることは、ごみ自
体が減少していることなので
良いことだが、リユース、リ
サイクルの観点からみると成
果が出せていない。

R6年度に改善した点
13 気候変動に具体的な

対策を
重要 自治事務 10,382千円

①再生家具頒布申込者数

②東所沢エコステーション
利用者数

再生家具頒布申込者数
東所沢エコステーション利用者数

不要になった綺麗な家具はイ
ンターネットで簡単に取引出
来るようになっているので再
生出来るような家具の搬入が
減ってきている中で、頒布で
きる再生家具に修繕し目標点
数を目指している。

R6年度に改善した点
13 気候変動に具体的な

対策を
重要 自治事務 16,284千円

①粗大ごみ収集点数
②再生可能家具収集点数

再生家具の展示点数
再生可能な家具を資源物として活用した点数で示
すことにより、ごみの減量成果がわかりやすくな
るため、数値は前年度の実績を基にしている。

リサイクルふれあい館の工房にて家具
を修復して再生家具の再生に力を入れ
頒布点数を増やすよう努めてきた。ま
た、東西クリーンセンターにさらなる
家具の確保を依頼した。

粗大ごみリユース
推進事業

根拠法令
R6決算額（見込
み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 20,970千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

市民サービスの向上とリユースの推進を図るた
め、東西クリーンセンターにおいて実施してい
た粗大ごみ収集事業をリサイクルふれあい館に
おいて一元化し、「もったいないの心」推進事
業の一環として実施していた「再生可能な家具
の回収業務」も付加することにより、粗大ごみ
の収集から再生・頒布、廃棄までを一体的に行
う。

会年職
員等

6人

実績 1,700点 1,798点
所沢市と事業連携をしている不用品買取の一
括査定サービス「おいくら？」、所沢市と連
携協定を締結している株式会社ジモティーの
地域情報サイト「ジモティー」を、市民が利
用する環境が整ったこともあり、粗大ごみ回
収量減少の傾向にある要因かと考えられる。
また、近年の物価上昇の影響により、買い替
えを目的とした買い物が抑えられ、粗大ごみ
の収集点数が減ったことも考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①26,136点
②1,483点

R6目標

5.35人

H15

「もったいないの心推進事業」において、再生家
具の申込者、資源物の持ち込み者数などを数値化
することにより、わかりやすい設定と考える。数
値の根拠は、前年度の実績をもとに算出してい
る。

他課で開催する事業へ出来向き、再生
品を頒布するジョイント開催に試み、
多くの来場者にリユース品を頒布する
ことができた。

再生家具を含むリユース品頒布数
R4：46,157点
R5：55,112点
R6：64,495点

もったいないの心
推進事業

根拠法令
R6決算額（見込
み）

所沢市リサイクルふれあい館条例、所沢市リユース品頒布事
務取扱条例、不用品登録事業事務取扱要綱

14,864千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

　「もったいない心」を大切に、ごみの減量・
資源化に取り組むとともに、循環型社会の形成
のための3Rのひとつであるリユース及びリサイ
クルを暮らしに定着させる。
①再生家具：粗大ごみとして排出された木製家
具を手直しした後、館内で展示のうえ抽選で月
２回頒布。小型家具については常設頒布。②東
所沢エコステーションにて市民から持ち込まれ
る資源物を受け付けている。

会年職
員等

5.35人

実績 23,000人 21,868人
すべての指標が前年度を下回った。近年の物価上
昇の影響により、買い替え等を目的とした買い物
が抑えられたこと伴い、粗大ごみや資源物の搬入
量が減少したと考えられる。

資源物の搬入件数
R4：1,717点
R5：1,501点
R6：1,487点

①小型家具 834人
　大型家具 5,509人

②14,645人

R6目標 R6実績

物価の上昇や作り付けの家具が増えた
ことなどにより、粗大ごみの回収量は
減っている。そのため、廃棄する家具
の中から一部の部品を抜き出し別の家
具に使用してできる限り多くの家具を
再生させるよう努めていく。

R6その他職員従
事割合

21,000人 20,989人
家具類をごみとして処分す
るのではなく、貴重な資源
としてリユース、リサイク
ルを行うことにより、地球
温暖化防止に貢献した。

期間
会年職
員等

431

環境
ク
リー
ン部

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R6) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
（所
属）

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R5予算現額

5,461千円

R6予算現額

7,153千円

R5正規職員人件
費

1.00 人

8,081千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

1.00 人 評価者

～ 8,162千円
資源循環推進担当参事
山屋　貴裕

R5予算現額

6,034千円

R6予算現額

5,999千円

R5正規職員人件
費

0.72 人

5,818千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.72 人 評価者

～ 5,877千円
資源循環推進担当参事
山屋　貴裕

R5予算現額

7,267千円

R6予算現額

13,647千円

R5正規職員人件
費

0.76 人

6,142千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.76 人 評価者

～ 6,203千円
資源循環推進担当参事
山屋　貴裕

R5予算現額

1,025,689千円

R6予算現額

4,279,808千円

R5正規職員人件
費

5.25 人

42,425千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

5.46 人 評価者

～ 44,565千円
資源循環推進担当参事　山屋
貴裕

431

環境
ク
リー
ン部

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R6実績

各種講習会の講師をボランティアの方
が受け持ってくださっているが、徐々
に高齢化してきているので、ボラン
ティアの方同士で勉強会を行い、技術
の伝承をしてもらっている。

R6その他職員従
事割合

60,000人 63,480人
多くの市民に3Rについて
知ってもらうことで、市民
一人一人の環境意識の向上
に貢献した。

期間
会年職
員等

1.05人

H15

Ｂ

生ごみ処理機奨励金について
は、関心が高まっているた
め、今後制度を整備していく
必要がある。

R6年度に改善した点
13 気候変動に具体的な

対策を
優先 自治事務 3,350千円 ①生ごみ減量講習会開催数

及び参加者数

②水切りダイエット及び生
ごみ減量チラシの配布人数

③生ごみ減量化・資源化推
進奨励金交付人数

生ごみ減量講習会参加人数及び水切りダイ
エット配布人数及び生ごみ減量化・資源化推
進奨励金交付人数

目標値には、達しているが、
前年度より減少している。
より多くの市民に施設の存在
を知ってもらえる工夫が必要
である。

R6年度に改善した点
13 気候変動に具体的な

対策を
重要 自治事務 5,328千円

①リサイクルふれあい館及
び東所沢エコステーション
来館者数

②講習会参加者数

リサイクルふれあい館の来館者数は、正面玄
関の自動ドアカウンターによる。講習会参加
者数は、３Ｒ講習会、包丁研ぎ講習会によ
る。

啓発施設であるリサイクルふれあい館及びリユー
ス、リサイクル品の引き取り場所である東所沢エ
コステーションについて、一人でも多くの市民に
施設の存在を知ってもらい、利活用していただく
ことが目的であることから実績を基にしている。

1日開催するイベントについて、ボラン
ティアスタッフの負担を軽減するた
め、半日単位でのシフトに見直すこと
ができた。これにより、食糧費も削減
に繋がった。

もったいないの心
啓発事業

根拠法令
R6決算額（見込
み）

15 陸の豊かさも守ろう
所沢市リサイクルふれあい館条例、所沢市廃棄物の減量及び
適正処理に関する条例

6,388千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

①小学4年生社会科見学等見学者の印象に残る館
内展示（遊び心を取り入れた）わかりやすい解
説で環境学習を充実する。②催事の企画開催
（エコロまつり、エコロ市、出張エコロ市、市
民フェスティバル）等による市民へのＰＲ事
業。③館内展示のほか、ホームページや情報誌
発行による情報提供の研究。④暮らしの中で3R
（Ｒeduceリデュース＝発生抑制、Ｒeuseリユー
ス＝再使用、Recycleリサイクル＝再生利用）を
実践するための場として、おもちゃの病院や傘
修理、各種講座等の開催。

会年職
員等

1.05人

実績 60,000人 64,984人

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①63,064人

②223人

R6目標

0.1人

R4

433

環境
ク
リー
ン部

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

R6実績

生ごみの約7割から8割は水分と言われている。家
庭から出る生ごみの水分を少なくしてもらうよ
う、生ごみ減量講習会を開催し、各家庭で実践し
てもらう。またイベント等で水分を取る器具（水
切りダイエット）を配布して、生ごみ減量の周知
を図る。更に生ごみ処理機奨励金を交付すること
で生ごみの減量に高い意識を持ってもらう。

生ごみ処理機奨励金制度について、広
報で周知を行った。
また、これまで当館で活動してきた生
ごみ水切りを進める団体や生ごみ堆肥
化によるごみ減量化に取り組む団体の
活動について、市内地域で自主的に啓
発活動ができるよう後押しした。

チャレンジ生ごみ
減量推進事業

根拠法令
R6決算額（見込
み）

14 海の豊かさを守ろう
循環型社会形成推進基本法、廃棄物の処理及び清掃に関する
法律、所沢市生ごみ減量化・資源化を推進するための奨励に
関する要綱

5,504千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

本事業は、家庭から出る燃やせるごみの約4割と
いわれる生ごみを減量するため、家庭で簡単に
できる生ごみ処理の方法について普及啓発を図
り,生ごみ処理機等を購入した市民に80,000円を
限度額として奨励金を交付する。購入金額が
30,000円以下の場合は、購入金額に3分の2を乗
じて得た額。購入金額が30,001円以上の場合
は、購入金額に3分の2を乗じて得た額と、その
額から20,000円を引いた額に4分の1を乗じた額
を合計した額。（どちらも100円未満切捨て）
さらに、イベント等を通じて生ごみ削減の啓発
品やチラシを配布する。

会年職
員等

0.1人

実績 6,000人 6,788人

リサイクルふれあい館を会場として開催する
事業において、来館者の駐車場を確保するこ
とができない状況から主催事業を見直し縮小
したことにより、啓発グッズやチラシの配布
が減少したことにより目標値が未達成となっ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①1回　20人

②3,704人

③126人

R6目標 R6実績

生ごみ減量・資源化への取り組みを広
げるため、さらには食ロスを無くすた
めの取り組みとして、ホームページ等
で周知の徹底に努めていく。
また、生ごみ処理機の普及を図るた
め、奨励金の確保に努めていく。

R6その他職員従
事割合

4,500人 3,830人
水切りダイエット、生ごみ
処理機を使用してもらうこ
とで生ごみの水分を減ら
し、ひいてはごみ減量につ
ながっている。

期間
会年職
員等

ごみ減量・資源化施策については、広
く市民及び事業者へ周知し、理解を求
めながら取組を進めていくことが不可
欠である。
今後は、「所沢市一般廃棄物処理基本
計画」に基づき、所沢市廃棄物減量等
推進審議会において施策の取組とごみ
減量・資源化率の進捗状況について議
論を重ねていく必要がある。

R6その他職員従
事割合

5回開催 3回開催

循環型社会の形成を目指し
て、ごみ減量・資源化方策
の検討を進めた。

期間
会年職
員等

0人

R3

432

環境
ク
リー
ン部

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

最終処分場建設工事について
は、目標としていた出来高に
到達することが出来た。

R6年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに

そしてクリーンに
最優先 自治事務 947,118千円

①最終処分場建設工事の進
捗率

最終処分場建設工事の進捗率

令和６年７月に改定された一
般廃棄物処理基本計画をもと
に、慎重かつ丁寧な審議を
行っており、今後の目標、施
策等について、十分な議論を
行うことができている。

R6年度に改善した点
12 つくる責任　つかう

責任
最優先 自治事務 576千円

①審議会開催日数

所沢市廃棄物減量等推進審議会の年間開催日
数

ごみの減量・資源化方策を審議する、所沢市廃棄
物減量等推進審議会の開催日数を指標とした。

ごみ減量・資源化施策を新たな視点で
議論するため、審議会の委員のうち、
知識経験者、民間団体代表者、公募市
民の一部について新たに選任した。

一般廃棄物減量化
方策推進事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 13 気候変動に具体的な

対策を廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市一般廃棄物処理
基本計画（令和元年改訂版）

13,183千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

14 海の豊かさを守ろう

ごみ減量・資源化施策については、広く市民及
び事業者へ周知し、理解を求めながら取り組み
を進めていくことが不可欠であることから、必
要に応じて所沢市廃棄物減量等推進審議会で議
論をしながら進めている。
令和６年度は、所沢市一般廃棄物処理基本計画
を改訂し、計画に沿った具体的な施策について
検討を行った。

会年職
員等

0人

実績 5回開催 5回開催
令和６年度の審議会においては、令和6年7月1
日に改定された一般廃棄物処理基本計画をも
とに、計画に掲げる中長期的なごみ減量・資
源化の目標を達成するために具体的な施策に
ついて議論することとしたことから、年度途
中からの開催となってしまい、開催回数は当
初の予定より少なかったが、ごみ減量・資源
化に大きく関係する施策についてテーマを
絞って深く審議したことにより、今後の当市
の施策として大変参考になるご意見をいただ
くことができた。
なお、答申は令和６年度末に提出された。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①3日

R6目標

0.3人

H11 R7

自区内処理の原則に基づき、新たな最終処分場を
整備する必要があるため、各段階における成果指
標を設定した。
令和5年度に最終処分場建設工事を開始したことか
ら、事業進捗に伴う、工事の進捗率を成果指標と
した。

建設工事の大部分を施工することか
ら、工程に遅れが生じないよう、建設
事業者等の関係者と密に連携を図っ
た。

第2一般廃棄物最終
処分場整備事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄物の減量及
び適正処理に関する条例

4,191,163千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

　市内で発生する一般廃棄物の最終処分につい
ては、市外の最終処分場と市内の北野一般廃棄
物最終処分場で行ってきたが、北野一般廃棄物
最終処分場は平成17年3月末日をもって埋立が終
了した。
　現在は全量を県営の処分場や県外の民間処分
場へ搬出していることから、自区内処理の原則
に基づき、市内に新たな一般廃棄物最終処分場
を整備する事業である。

会年職
員等

0.8人

実績 13.0% 13.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①76.96％

R6目標 R6実績

令和7年度には、最終処分場建設工事が
完了することから、引き続き建設事業
者等の関係者との連携を密にし、遅滞
なく工事を進める。

R6その他職員従
事割合

76.0% 76.96%
廃棄物の適正な処理のた
め、建設工事を進めること
により、循環型社会の形成
の推進を図った。

期間
会年職
員等

433

環境
ク
リー
ン部

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R6) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
（所
属）

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R5予算現額

9,477千円

R6予算現額

151,950千円

R5正規職員人件
費

2.35 人

18,990千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

3.34 人 評価者

～ 27,261千円
資源循環推進担当参事　山屋
貴裕

R5予算現額

-

R6予算現額

0千円

R5正規職員人件
費

-

- どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.05 人 評価者

～ 408千円
資源循環推進担当参事　山屋
貴裕

R5予算現額

1,468,713千円

R6予算現額

1,879,282千円

R5正規職員人件
費

2.55 人

20,607千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

2.00 人 評価者

～ 16,324千円
東部クリーンセンター所長
大舘 正

R5予算現額

931,041千円

R6予算現額

1,109,413千円

R5正規職員人件
費

0.95 人

7,677千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

1.05 人 評価者

～ 8,570千円
西部クリーンセンター所長
加藤　満

433

環境
ク
リー
ン部

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R6実績

関係する地域住民と適宜協議し、引き
続き理解を得ながら進める。

R6その他職員従
事割合

35.0% 35.0%

測量等を進めることによ
り、生活環境の向上を
図った。

期間
会年職
員等

0.3人

R5

Ａ

業務委託契約を適正に締結す
ることができた。

R6年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに

そしてクリーンに
重要 自治事務 -

①包括運営業務委託契約締
結

包括運営維持管理業者との契約締結状況

本年度実施予定の全ての項目
における各段階を、達成する
ことができた。

R6年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
最優先 自治事務 4,840千円 ①浸透井設置等の対策［2段階：測

量（R6）・設計工事］

②市道2-406号線拡幅整備［5段
階：設計・工事（R6）・測量設計
（R6）・用地買収・工事］

③南永井下組自治会館建設［4段
階：測量（R6）・設計・用地取
得・工事］

周辺整備7項目の20段階の進捗状況
平成31年に2自治会から周辺整備について多数
要望があった内、7項目20段階の整備完了を、
成果指標とした。

多数ある要望項目を整理し、関係する
地域住民の意向確認や関係機関との協
議を適宜行った。

第2一般廃棄物最終
処分場整備に伴う
周辺整備事業

根拠法令
R6決算額（見込
み）

下水道法、道路法等 141,297千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

　令和7年度の供用開始を目指し整備を進めてい
る第2一般廃棄物最終処分場の周辺地域（大字坂
之下地区、大字南永井地区）について、生活環
境の向上を図る観点から、都市基盤の整備等を
図るものである。

会年職
員等

0.8人

実績 15.0% 10.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①1/2（測量：済）

②2/5（工事・測量設計：
済）

③1/4（測量：済）

R6目標

0人

R6

433

環境
ク
リー
ン部

東部
ク

リー
ンセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R6実績

令和7年10月からの運営維持管理業務を円滑に
進めるため、業者選定及び契約締結等の事務
を行い、滞りなく契約締結することを成果指
標とした。 令和6年度に開始した事業のため無し。

第2一般廃棄物最終
処分場運営維持管
理事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

　令和7年10月に供用を開始する第2一般廃棄物
最終処分場において、施設の運営及び維持管理
に関する業務の最適化及び効率化を図るため
に、包括的な業務委託を実施すると共に、処分
場の安心かつ安定した運営を目的に監理、監督
を行うものである。

会年職
員等

-

実績 - -

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①令和7年3月19日契約締結
済

R6目標 R6実績

令和7年10月より最終処分場の供用が開
始され、包括運営業務も本格化する。
モニタリング業務を活用しながら、運
営の準備を整え施設全体の維持管理な
ど適切な運営を行えるようにする。

R6その他職員従
事割合

契約の締結 契約の締結
廃棄物の適正な処理を行う
最終処分場の運営維持管理
を行う業者を決定し、循環
型社会の形成の推進を図っ
た。

期間
会年職
員等

職員数が減少する中、確実な履行状況
の確認と適切な指導を行うためには、
専門知識と経験が必要である。机上で
の運転データの確認はもちろん、可能
な限り現場へ行き、現物を確認するこ
とで知識を得るようにしている。

R6その他職員従
事割合

0回 0回 ごみ焼却熱を利用した発電
電力を場内で使用すると共
に、場内使用量を超える電
力を売電し、温室効果ガス
排出量の削減に寄与した。
また廃棄物を適正に処理し
た。

期間
会年職
員等

0人

H26 R17

433

環境
ク
リー
ン部

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

受託事業者の経営能力や技術
能力を活用することにより、
運転維持管理や受入業務など
の運営を効率的に実施するこ
とができた。また、補修工事
や薬品・用役などの調達・管
理に係る施設の維持管理経費
を低減させることができた。

R6年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに

そしてクリーンに
重要 自治事務 900,278千円

①長期包括運営業務

②家庭ごみ等受入業務

③長期包括モニタリング業
務

長期包括運営事業の施設運営に起因する計画
外のごみ受入れ停止回数

成果指標の目標値を達成して
おり、事業の目的である安定
した質の高い施設運営が実施
されていることをモニタリン
グなどにより確認した。
また、令和7年度から家庭ごみ
等受入業務のうち、受付計量
業務の委託が開始されるが、
令和6年度中に適切に業務の引
き継ぎが行われた。

R6年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに

そしてクリーンに
重要 自治事務 1,448,941千円

①長期包括運営業務

②家庭ごみ等受入業務

③長期包括運営モニタリン
グ業務

長期包括運営事業の施設運営に起因する計画
外のごみ受入れ停止回数

長期包括運営事業における適正かつ安定した施設
運営を目標とする。

令和5年度から委託している家庭ごみ等
受入業務において、繁忙日の受入場所
の変更、場内表示など、一般搬入車両
の受入をよりスムーズに行うための工
夫、改善が行われた。

東部クリーンセン
ター長期包括運営
事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 1,863,126千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析
13 気候変動に具体的な

対策を

安定した質の高い施設運営や用役調達コストの
削減を図るため、東部クリーンセンターにおい
て、施設の運転管理、用役調達、点検補修等の
施設運営業務を包括的に委託する。

会年職
員等

0人

実績 0回 0回

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①長期包括委託による安定
した施設運営を実施した。
②家庭ごみ等受入業務を適
切に実施した。
③モニタリング業務委託及
び職員による履行状況の確
認により、運営状況が良好
であることを確認した。

R6目標

0人

H28 R14

長期包括運営事業における適正かつ安定した施設
運営を目標とする。

焼却施設の安定運転を行う装置である
ＤＣＳ（自動制御システム）の更新を
行い、急な設備の故障の対処や焼却の
安定運転を継続して行えるように改善
を施した。

西部クリーンセン
ター長期包括運営
事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 1,081,839千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析
13 気候変動に具体的な

対策を

安定した質の高い施設運営や用役等調達コスト
の削減を図るため、西部クリーンセンターにお
いて、施設の運転管理、用役調達、点検補修等
の施設運営業務を包括的に委託する.

会年職
員等

0人

実績 0回 0回

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①長期包括運営業務委託に
よる安定した施設運営を実
施した。
②家庭ごみ等受入業務を適
切に実施した。
③モニタリング業務委託及
び職員による履行状況の確
認により、運営状況が良好
であることを確認した。

R6目標 R6実績

今後も人件費、燃料費等の高騰が危惧
されるが、引き続きモニタリング業務
を活用しながら、施設全体の維持管理
が適切かつ効率的に運営されているこ
とを確認していく。

R6その他職員従
事割合

0回 0回 廃棄物を適正に処理した。
また、ごみ焼却熱により発
生する温水を場内で使用す
る空調設備等に利用するこ
とで温室効果ガス排出量の
削減に寄与した。

期間
会年職
員等
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実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R6) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
（所
属）

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R5予算現額

64,920千円

R6予算現額

80,759千円

R5正規職員人件
費

50.85 人

410,919千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

49.42 人 評価者

～ 403,366千円
収集管理事務所
所長　　川原　利和

R5予算現額

1,099千円

R6予算現額

1,586千円

R5正規職員人件
費

6.25 人

50,506千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

6.40 人 評価者

～ 52,237千円
収集管理事務所
所長　　川原　利和

R5予算現額

884,235千円

R6予算現額

885,170千円

R5正規職員人件
費

2.05 人

16,566千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

2.65 人 評価者

～ 21,629千円
収集管理事務所
所長　　川原　利和

R5予算現額

2,080千円

R6予算現額

2,126千円

R5正規職員人件
費

0.74 人

5,980千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.78 人 評価者

～ 6,366千円 環境対策課長　三浦　直子

433

環境
ク
リー
ン部

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

R6実績

本事業は、家庭から排出されるごみの
分別による資源物の有効活用を促進
し、循環型社会の確立を目指すもので
あり、市民の理解と協力が必要である
ことから、ごみの分別についての啓発
や指導を引き続き行っていく。

R6その他職員従
事割合

26,833円/t 27,466円/t
生活に伴って排出される家
庭ごみを安定的に収集運搬
することは、生活の基盤に
不可欠なものとして貢献し
ている。

期間
会年職
員等

5人

S26

Ｂ

利用を終了する世帯数につい
ては予測できないものの、利
用開始世帯については、潜在
的な需要が見込まれている。

R6年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 1,022千円

①年間利用世帯数

②年間利用予定世帯数

年間利用世帯

燃料費高騰や鉄等の資材高騰
が続いているため、省燃費に
つながるようエコドライブを
心掛けると共に、車両修繕を
減らすため始業点検やこまめ
なグリスアップを行うなど、
車両の延命を図り経費削減に
努めていきたい。

R6年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 62,442千円

①年間ごみ収集量

②年間経費

１トンあたりの収集経費
年間経費÷年間ごみ収集量

生活ごみの効果的な収集を目的としているので、
１トンあたりの収集に係る経費を指標とする。
目標値としては、前年度を下回ることを目標とし
た。

ペットボトルの分別や使用状況の悪い
ごみ集積所にごみの排出方法について
のポスターを貼るなどして、市民への
啓発活動を行った。

ごみ収集事業

根拠法令
R6決算額（見込
み）

所沢市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例 76,639千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

市民の生活ごみとして、ごみ集積所に排出され
た廃棄物の適正処理及び再資源化により、公衆
衛生環境の向上及び循環型社会の確立を実現す
るため、ごみの分別を徹底し,効率的に収集を行
う。また、これに伴うごみ集積所の設置・維持
管理についての指導及び清掃車両の整備並びに
ごみ集積所情報管理システムの運用管理を行
う。

会年職
員等

5人

実績 23,635円/t 26,833円/t

燃料費の高騰や、鉄等の資材が高騰したこと
で車両修繕費や自動車購入費が増額したた
め。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①17,476ｔ

②480,005千円

R6目標

0人

H17

433

環境
ク
リー
ン部

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R6実績

当制度について周知・啓発し、利用拡大を図るた
め、年間利用世帯数とする。
目標としては、年間利用予定世帯数を目的とし
た。

希望者へは安否確認を行っているた
め、事業内容には福祉的な側面が強
い。そのため、より細やかな対応や利
用者の緊急事態に対応出来るよう研修
を行った。

ふれあい収集事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市ふれあい収集実施要綱 1,393千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

高齢又は障害等により、家庭から排出するごみ
を自らごみ集積所に出すことが困難な市民の生
活環境の向上及び安全確保のため、当該事業利
用者宅の戸口において直接ごみの収集を行う。
さらに、希望者には、声かけを行い安否確認を
行う。

会年職
員等

0人

実績 750世帯 736世帯

施設入所や家族との同居または逝去等の理由
により、利用開始した世帯よりも終了した世
帯が多かったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①716世帯

②750世帯

R6目標 R6実績

今後、「ふれあい収集」の利用者の増
加が見込まれることから、担当者の育
成をはじめ、社会情勢の変化へ臨機応
変に対応できるよう、「ふれあい収
集」に関わる人員体制について検討し
ていく。

R6その他職員従
事割合

750世帯 716世帯
高齢者など自らごみ集積所
にごみを出すことが困難な
市民の生活環境の向上と安
全確保に貢献している。

期間
会年職
員等

安定的な収集運搬体制を維持するとと
もに、本業務の委託率を維持できるよ
う安全で効率的、かつ、遅滞なく業務
に取り組むよう指導し、サービスの向
上に努めていく。

R6その他職員従
事割合

70.0% 70.0%
生活に伴って排出される家
庭ごみを安定的に収集運搬
することは、生活の基盤に
不可欠なものとして貢献し
ている。

期間
会年職
員等

0人

H17

433

環境
ク
リー
ン部

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

毎年、成果指標の目標値を達
成しているため。

R6年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 1,815千円

①行政によるばい煙測定実
施事業所

②基準適合事業所数

大気規制対象事業所のばい煙に係る排出基準
適合率
（行政によるばい煙測定実施事業所数/基準適
合事業所数×100）

安定的な収集運搬体制が維持
できていると判断する。

R6年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 884,235千円

①ごみ収集量

②収集稼働日数

民間事業者への委託割合
委託地区の世帯数/市内の全世帯数

市民生活の生活環境の保全と公衆衛生の向上を図
るため、安定的な収集運搬体制を確保する必要が
ある。
また、現業職員不補充であり、計画的に委託拡大
を図ることが重要であることから、委託割合を指
標とした。

受注者と車両火災発生時の対応など、
業務に関わる諸課題について情報共有
を図るための定例会議を年３回開催し
た。

一般廃棄物収集運
搬業務委託事業

根拠法令
R6決算額（見込
み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄物の減量及
び適正処理に関する条例

885,170千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

将来にわたり安定した収集体制を維持するため
民間委託し、市民生活の生活環境の保全、公衆
衛生の向上を図る。市民が年間ごみ日程表に基
づき委託地区内のごみ集積所に出したごみを委
託業者が収集し、東部・西部クリーンセンター
等に運搬する。

会年職
員等

0人

実績 70.0% 70.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①40,530t

②258日

R6目標

0人

S59

R7目標

規制対象事業所への立入検査等により、各施
設から排出される大気汚染物質を削減し、大
気汚染を防止することが当該事業の目的と
なっているため、行政測定を行う事業所のば
い煙に係る排出基準適合率を指標とする。

立入検査時の自主測定結果確認の際、
例年は、持参した記録表にデータを書
き写していた。昨年度は、事業所の自
主測定結果を写真で記録し、立入検査
業務の効率化を図った。

大気規制対象事業
所検査事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 12 つくる責任　つかう

責任大気汚染防止法、埼玉県生活環境保全条例、所沢市ダイオキ
シン類等の汚染防止に関する条例

1,803千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

ばい煙の排出状況や施設の管理状況など、法令
に基づき、その遵守状況を検査する。(ばい煙排
出状況の行政検査や報告の徴収を含む。)
①検査計画の作成②対象事業所への報告徴収の
実施(規制基準への適合状況)③排出ガス量が多
い又は規制基準の適合状況が思わしくない事業
所を優先しながら立入検査を実施④規制基準に
適合しない事業所への改善指導等により、各施
設から排出される汚染物質を削減し、大気汚染
を防止する。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①6事業所

②6事業所

R6目標 R6実績

今後も、立入検査を継続することで、
事業者の環境意識の向上を図ってい
く。

R6その他職員従
事割合

100.0% 100.0%

ばい煙の排出状況の把握に
より、大気汚染防止に係る
環境施策の参考となった。

期間
会年職
員等

441

環境
ク
リー
ン部

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R6) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
（所
属）

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R5予算現額

24,632千円

R6予算現額

24,142千円

R5正規職員人件
費

0.70 人

5,657千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.75 人 評価者

～ 6,122千円 環境対策課長　三浦　直子

R5予算現額

5,247千円

R6予算現額

5,725千円

R5正規職員人件
費

0.33 人

2,667千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.55 人 評価者

～ 4,489千円 環境対策課長　三浦　直子

R5予算現額

1,158千円

R6予算現額

1,159千円

R5正規職員人件
費

0.89 人

7,192千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.85 人 評価者

～ 6,938千円 環境対策課長　三浦　直子

R5予算現額

6,717千円

R6予算現額

6,682千円

R5正規職員人件
費

0.29 人

2,343千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.40 人 評価者

～ 3,265千円 環境対策課長　三浦　直子

441

環境
ク
リー
ン部

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R6実績

今後も、引き続き施設管理をしつつ、
環境省が定める「事務処理基準（平成
13年5月21日付環境省環境管理局長通
知、令和5年11月9日改正）」及び「環
境大気常時監視マニュアル」に従い、
常時監視を実施する。

R6その他職員従
事割合

100.0% 100.0%

大気汚染状況を常時監視す
ることにより、環境政策の
参考となった。

期間
会年職
員等

0.15人

S60

Ａ

毎年、成果指標の目標値を達
成しているため。

R6年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 法定受託事務＋附加 3,816千円

①有効調査項目

②調査項目数

有効項目率
（有効調査項目数/調査項目数×100）

毎年、成果指標の目標値を達
成しているため。

R6年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 22,881千円

①有効調査項目

②調査項目数

有効項目率
（有効調査項目数/調査項目数×100）

事務処理基準に基づき、大気汚染に係る計測・調
査を行うことが目的となっているため、有効調査
項目率を指標とする。目標値は、前年度維持を目
標とする

測定機器の不具合に関して迅速に対応
した。
航空公園局の生垣の劣化が酷かったの
で、修繕を行った。
測定局内の整理整頓を実施した。

大気汚染状況の常
時監視事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
大気汚染防止法 23,140千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

硫黄酸化物・二酸化窒素・浮遊粒子状物質など
の大気汚染物質について、本事業の法定受託事
務処理基準である「環境大気常時監視マニュア
ル」等に基づき、市内5常時監視測定局（一般
局：東所沢・北野・中富、自排局：航空公園・
和ヶ原）において常時監視機器を用い、計測・
調査を行う。
大気に係る環境基準設定項目を中心として、大
気汚染状況を常時監視し、大気汚染防止に係る
施策の基礎資料とする。

会年職
員等

0.15人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①52項目

②52項目

R6目標

0人

H9

R7目標

R7目標

442

環境
ク
リー
ン部

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R6実績

有害大気汚染物質に係る環境基準設定項目を中心
として、大気の汚染状況を常時監視することを目
的としているため、有効調査項目率を評価指標と
する。
目標値は、前年度同様100％とする。

大気常時監視測定局での定期的なモニ
タリング調査であり、測定局の常時監
視機器保守業者と立入日がバッティン
グしてしまい、業者の駐車場所の調整
に手間取ったことがあった。そのた
め、当課機器保守担当者とモニタリン
グ調査日を共有することでスムーズに
モニタリング調査を行えるようにし
た。有害大気汚染物質

等モニタリング調
査事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
大気汚染防止法 4,751千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析
12 つくる責任　つかう

責任

環境省が定める「事務処理基準（平成13年5月21
日付環境省環境管理局長通知）」及び「有害大
気汚染物質測定方法マニュアル」等に基づき、
市内2地点において調査を実施している。
①調査計画の作成（調査項目、調査日程等）②
調査の実施（12回/年）③測定精度の審査、測定
値（年統計値を含む。）の確定④調査結果の
国・関係機関・市民等への情報提供

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①35項目

②35項目

R6目標 R6実績

環境省が定める「事務処理基準（平成
13年5月21日付環境省環境管理局長通
知、令和5年11月9日改正）」及び「有
害大気汚染物質測定方法マニュアル」
に従い、今後も引き続き常時監視を実
施する。

R6その他職員従
事割合

100.0% 100.0%
大気中の有害大気汚染物質
を測定監視することによ
り、直接的なSDGsへの貢献
につながった。

期間
会年職
員等

規模が小さい事業所や、排水に詳しい
担当者がいないような事業所に対し
て、規制基準についての丁寧な説明を
心掛け、法令遵守に対する意識の向上
を図った。

R6その他職員従
事割合

100.0% 100.0%
各事業所からの公共用水域
への水質汚濁を防止するこ
とにより、直接的なSDGsへ
の貢献につながった。

期間
会年職
員等

0人

S62

441

環境
ク
リー
ン部

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

埼玉県及び所沢市が定めた公
共水域測定計画に基づき、市
内主要河川と河川の底質評価
を行っており、成果指標の目
標値を達成することができ
た。
また、月1回の常時監視をする
ことによって、水質汚濁防止
法に係る施策の基礎資料を得
ることができた。

R6年度に改善した点
6 安全な水とトイレを世

界中に
重要 法定受託事務＋附加 6,681千円

①測定項目

②測定地点

実施項目率
測定項目/計画項目×100

計画どおり立入検査を実施
し、目標を達成したため。

R6年度に改善した点
12 つくる責任　つかう

責任
重要 自治事務 1,369千円

①立入計画事業所数

②立入検査を行った事業所
数

計画実施率
立入検査を行った事業所数/立入計画事業所数
×100

定期的に立入検査を行うことにより、事業所の水
質規制遵守の徹底及び環境保全意識低下の防止が
期待されるため、計画実施率を指標とする。

測定項目の変更があったため、その内
容を周知する書類を作成し、規制対象
事業所が法令遵守できるよう取り組ん
だ。

水質規制対象事業
所検査事業

根拠法令
R6決算額（見込
み）

14 海の豊かさを守ろう

水質汚濁防止法、埼玉県生活環境保全条例 895千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

排出水の状況や施設の管理状況など、法令に基
づき、その遵守状況を検査する。
①検査計画の作成②対象事業所への立入検査の
実施③採水した水質・施設の稼働状況・自主測
定結果について規制基準との適合状況の確認④
規制基準に適合しない事業所への改善指導等に
より、事業所から公共用水域へ排出される汚濁
物質を削減し、水質汚濁を防止する。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①50事業所

②50事業所

R6目標

0人

S62

R7目標

R7目標

埼玉県及び所沢市が定めた公共水域測定計画に基
づき、市内主要河川の水質と河川の底質の評価を
行うこと、また、河川の汚濁状況を監視し、水質
汚濁防止法に係る施策のための基礎資料を得るこ
とを事業の目的としているため、その実施項目率
を指標とする。

調査結果報告資料の入力を自動化し、
業務の時間短縮を実現した。

公共用水域等汚濁
状況の常時監視事
業

根拠法令
R6決算額（見込
み）

14 海の豊かさを守ろう

水質汚濁防止法 6,630千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

市内主要河川の水質と河川底質（川底の泥）の
環境基準項目等を中心として、河川の汚濁状況
を監視し、水質汚濁防止に係る施策の基礎資料
を得ることを目的とする。
具体的には、埼玉県及び所沢市が定めた公共用
水域水質測定計画に基づき、ｐHなどの生活環境
項目、カドミウムなどの健康項目等について、
市内主要河川の水質と河川底質の調査を行う。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①88項目

②13地点・年12回

R6目標 R6実績

河川工事や植物の光合成による突発的
なBOD、pHの値の上昇が見られる。生活
排水由来の水質汚濁も考えられること
から、採水時以外も河川状況の把握に
努める。

R6その他職員従
事割合

100.0% 100.0%
市内主要河川の水質などを
測定・監視することによ
り、環境施策の参考になっ
た。

期間
会年職
員等

442

環境
ク
リー
ン部

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R6) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
（所
属）

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R5予算現額

6,240千円

R6予算現額

6,240千円

R5正規職員人件
費

0.70 人

5,657千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.50 人 評価者

～ 4,081千円
資源循環推進担当参事　山屋
貴裕

R5予算現額

54,157千円

R6予算現額

43,505千円

R5正規職員人件
費

5.25 人

42,425千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

5.40 人 評価者

～ 44,075千円 河川課長　遠山　秀仁

R5予算現額

4,630千円

R6予算現額

5,649千円

R5正規職員人件
費

1.89 人

15,273千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

2.24 人 評価者

～ 18,283千円 環境対策課長　三浦　直子

R5予算現額

8,771千円

R6予算現額

9,421千円

R5正規職員人件
費

0.58 人

4,687千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.58 人 評価者

～ 4,734千円
生活環境課長
日高　義行

442

環境
ク
リー
ン部

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

R6実績

補助を望んでいても放流先の確保がで
きない事案は解決できない。
引き続き情報を精査し、郵送またはポ
スティング対象地区を変更し、広報を
行う。

R6その他職員従
事割合

10件 1件
生活排水による公共用水域
の水質汚濁を防止し、生活
環境の保全及び公衆衛生が
向上した。

期間
会年職
員等

0人

H5

Ａ

成果指標の目標を達成した。

R6年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 48,327千円

①維持管理（清掃）

②要望・通報件数

③改修・整備工事

要望・通報処理件数

放流先を確保できないため申
請を断念するケースもある。
また、補助を受けても費用負
担が少なくなく、現状の単独
処理浄化槽でも問題なく生活
出来ており、必要性を感じて
いないケースも多い。

R6年度に改善した点
6 安全な水とトイレを世

界中に
重要 自治事務 0千円

①補助金交付

②広報

補助金交付件数
当市の近年の申請数に照らし合わせると妥当と考
えられる。 放流先が確保出来そうな世帯を洗い出

し、法定検査受検案内と共にチラシを
郵送することで申請を募った。

浄化槽整備補助事
業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを循環型社会形成推進交付金交付要綱
所沢市浄化槽整備事業補助金交付要綱

672千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

浄化槽整備の費用について補助金を交付するこ
とにより、生活排水による公共用水域の水質汚
濁を防止し、生活環境の保全及び公衆衛生の向
上に寄与するためである。

会年職
員等

0人

実績 10件 0件

合併処理浄化槽への転換の希望があっても、
放流先が確保できない等、補助要件を満たせ
ない場合がある。
また、設置工事に係る使用者の負担が大きい
ことから合併処理浄化槽に転換することが進
まない状況であるため、申請が少なかったも
のと考える。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①1件

②補助要件を満たすであろ
う世帯196件の案内チラシの
郵送、及びＨＰにて周知

R6目標

0人

S25

444

環境
ク
リー
ン部

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R6実績

維持管理の成果を測るには、要望の大部分を占め
る除草や清掃への対応件数を指標とすることが適
しているため。

除草や剪定について、予算の効率的な
支出のため、作業の種類や場所の組み
合わせを工夫した。

河川・水路維持管
理事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 13 気候変動に具体的な

対策を
- 43,174千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

１、河川の氾濫による浸水被害等の防止を図る
ため、改修・整備を行う。
２、パトロールや市民等の要望により、清掃・
除草および修繕等を行う。
３、地域に根付く川づくりを目指し、維持管理
の一部を委託する。
４、「水辺のサポーター制度」事業の推進。

会年職
員等

0人

実績 250件 332件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①2,033m

②366件

③275.6m

R6目標 R6実績

要望や通報に関しては、雨が多く、植
物の成長が早い夏季に多く寄せられる
ことから、要望が集中した際に効率的
に作業を進めていくことが求められ
る。

R6その他職員従
事割合

250件 366件
住民からの要望に速やかに
対応することで、浸水被害
等の防止を図ることができ
た。

期間
会年職
員等

法規制適用外の事案に関する相談も増
えており、各事案ごとに、適切な解決
を目指す。

R6その他職員従
事割合

95.0% 98.0%
公害苦情に対応すること
で、住みやすいまちづくり
に向けて、役割を果たし
た。

期間
会年職
員等

1.7人

S47

442
建設
部

河川
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

参加人数は目標に到達しな
かったが、ボランティア活動
として捉えると、目標の７割
を達成しているので順当（及
第点）と考える。今後、目標
達成の為に、より一層の周知
啓発に努めることとする。

R6年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 7,907千円

①ごみ回収実績

②参加人数

環境美化活動における参加人数

公害苦情相談は、相談者の感
覚に起因することが多く、対
応が困難なケースもあるが、
Ｒ６年度は目標値を達成する
ことができたため。

R6年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 3,790千円

①苦情相談対応件数

②苦情相談解決件数

苦情相談解決率
（解決件数/対応件数×１００）

苦情については、１００％解決が望ましいが、解
決に時間がかかる案件もある。また、３月などの
年度末に受付した案件については、翌年度に繰り
越さざるを得ないことになるので、現実的な目標
設定としている。

外部研修等を活用し、事案対応につい
ての知識向上を図った。
公害苦情相談については、夜間パト
ロールを実施するなどし、実態把握や
再発の未然防止を図った。

公害等苦情相談事
業

根拠法令
R6決算額（見込
み）

公害紛争処理法 5,194千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

騒音、振動、悪臭をはじめとする各種公害に係
る苦情相談を電話・メール・窓口等を通して受
付け、苦情発生源の調査、指導、助言等を行い
解決を図る。

会年職
員等

1.7人

実績 94.7% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①96件

②94件

R6目標

1人

S57

R7目標

世帯数×３割
（春・秋いずれかで３割の世帯から１人は参加し
てもらいたいという考えによる）

自治会掲示板用に環境美化用ポスター
を作成しているが、色の一部を変え少
しでも目立つように変更し、多くの市
民に参加してもらうよう努めた。

「環境美化の日」
市内一斉美化清掃
活動事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 17 パートナーシップで

目標を達成しよう
｢環境美化の日｣市内一斉美化清掃活動実施要領 8,854千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

市民参加による市内全域での環境美化清掃活動
を春、秋の年に2回実施することにより、快適な
生活環境を確保する。

会年職
員等

1人

実績 50,346人 41,192人

自治会・町内会未加入の問題や、構成員の高
齢化も原因の一つと考えられる。若い世代に
おいては、既存のコミュニティへの参加に抵
抗がある可能性も考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①63.75t

②38,900人

R6目標 R6実績

参加人数の増加を図るため、市民への
周知方法としてポスター、チラシのデ
ザインを改善するとともに、広報、
ホームページ等での周知についても改
善を図る。

R6その他職員従
事割合

50,755人 38,900人

快適な生活環境に対する関
心と理解を深め、実践的活
動を行った。

期間
会年職
員等

444

環境
ク
リー
ン部

生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R6) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
（所
属）

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R5予算現額

12,555千円

R6予算現額

12,454千円

R5正規職員人件
費

0.75 人

6,061千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.64 人 評価者

～ 5,224千円
生活環境課長
日高　義行

R5予算現額

1,222千円

R6予算現額

1,275千円

R5正規職員人件
費

1.72 人

13,899千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

1.72 人 評価者

～ 14,039千円
生活環境課長
日高　義行

R5予算現額

15,444千円

R6予算現額

15,048千円

R5正規職員人件
費

0.46 人

3,717千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.46 人 評価者

～ 3,755千円
生活環境課長
日高　義行

R5予算現額

4,691千円

R6予算現額

5,809千円

R5正規職員人件
費

1.13 人

9,132千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

1.13 人 評価者

～ 9,223千円
生活環境課長
日高　義行

444

環境
ク
リー
ン部

生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

R6実績

各地区の活動支援を、今後も引き続き
必要な情報提供等を行っていく。

R6その他職員従
事割合

6回 4.3回

環境保全に対する関心と理
解を深め、実践的活動を
行った。

期間
会年職
員等

1人

H8

Ｂ

改善率は下がってしまった
が、文書指導に応じず特に酷
いケースについて、所有者宅
を訪問し直接指導を行うなど
指導を強化したことは評価で
きる。

R6年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 937千円

①指導箇所

②改善箇所

③改善率

指導効果

目標には至らなかった為、今
後の活動には積極的に参加し
てもらえるよう、推進員に対
し、より一層働きかけていく
こととする。

R6年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
重要 自治事務 12,244千円

①委嘱人数

②事業参加延べ人数

環境推進員１人あたりの活動回数
環境推進員それぞれが2ヶ月に1度程度の活動を行
うと期待したもの。

事業計画にはなかった建設中の第２一
般廃棄物最終処分場視察を行い、本市
の廃棄物行政の状況を把握してもらう
ため事業を新たに加えた。

環境推進員活動促
進事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市環境推進員設置要綱 11,590千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析
17 パートナーシップで

目標を達成しよう

ごみ減量・リサイクル・および地域での環境美
化を推進し、市民の環境保全に対する意識を高
め、理解を深めることにより、健康で潤いのあ
る生活環境を作る。

会年職
員等

1人

実績 6回 4.2回

自治会・町内会未加入の問題や、構成員の高
齢化によるのも原因の一つと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①1,029人

②4,435人

R6目標

1人

S44

444

環境
ク
リー
ン部

生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R6実績

改善箇所÷指導箇所
文書による指導にも関わらず改善が見
られず、その中でも特に酷いケースに
ついては、前年度に引き続き所有者宅
を訪問し、直接指導を行った。前年度
と比較して直接指導件数を増やした。

あき地の雑草除去
指導事業

根拠法令
R6決算額（見込
み）

所沢市あき地の雑草除去に関する条例 1,271千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

あき地が適正に管理されずに雑草が繁茂する
と、火災、犯罪の発生、害虫の発生、ゴミの不
法投棄などの原因になることから定期的にあき
地の雑草繁茂状況を調査し、繁茂状況により土
地の所有者（管理者）に対し、雑草の除去を行
うよう指導する。

会年職
員等

1人

実績 100.0% 87.3%

①所有者の高齢化に伴い、管理が不十分であ
ること（現地を見に行けない）、年金生活者
は収入が少なく、医療費がかさむことなどを
理由とする除草費用の捻出困難、②適正管理
意識の欠如による。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①41

②28

③68.3%

R6目標 R6実績

直接指導件数をさらに増やし、改善率
を高めたい。

R6その他職員従
事割合

100.0% 68.3%
あき地を適正に管理するこ
とにより、害虫の発生、犯
罪の発生、ゴミの不法投棄
などを抑制することができ
た。

期間
会年職
員等

今後も安定した業務サービスができる
ように努める。

R6その他職員従
事割合

100.0% 100.0%

生活廃水を適正に処理する
ことにより、地下水や河川
の汚染を防止した。

期間
会年職
員等

0人

S46

444

環境
ク
リー
ン部

生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

所沢狂犬病予防協会や市内動
物病院と連携して集合狂犬病
予防注射や注射済票交付を行
い、犬の飼い方教室の開催な
どの実施により、ある程度の
結果は残せたが、昨年度と同
様に７割の接種率だったた
め。

R6年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 4,262千円

①新規登録枚数

②登録頭数

③注射済票交付枚数

狂犬病予防注射接種率

成果指標の目標は達成してお
り、継続的な成果が得られて
いる。

R6年度に改善した点
6 安全な水とトイレを世

界中に
重要 自治事務 14,768千円

①くみ取り件数

②くみ取り量

③くみ取り手数料

衛生側面からの納得度
（くみ取り件数－くみ取り作業への苦情件数）÷
くみ取り件数

現状のとおり。

一般家庭生活廃水
くみ取り事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市一般家庭生活廃水くみ取りに関する条例 14,255千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

下水道未整備地区で生活廃水の吸込槽が機能低
下によりあふれてしまうことを防ぐため、た
まった生活廃水のくみ取りを行うことにより、
周辺の衛生的な生活環境を保持する。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

目標達成

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①726回

②1,672,850ℓ

③1,003,710円

R6目標

1人

H12

狂犬病予防法において、犬の所有者は狂犬病予防
注射を毎年１回受けさせなければならないとなっ
ている。

3年連続で狂犬病予防注射の案内はがき
が戻っている犬や、20歳以上の犬など
について、適宜システムの登録内容を
確認・更新することで、実態に近い登
録数になるようにしている。また、狂
犬病予防集合注射の会場をよりアクセ
スの良い場所に変更することで、より
多くの飼い主に来場いただけるよう工
夫した。

犬の登録・狂犬病
予防注射管理事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 17 パートナーシップで

目標を達成しよう
狂犬病予防法 5,423千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

狂犬病予防法に基づき、狂犬病の発生、蔓延を
防ぐため、市内で飼育されている犬の情報を登
録し、狂犬病の接種状況を管理する。犬の鑑札
および注射済票の交付を行うとともに、所沢狂
犬病予防協会や市内動物病院と連携して集合狂
犬病予防注射や注射済票仮交付を行うことで、
予防注射接種率の向上を図っている。

会年職
員等

1人

実績 100.0% 75.2%

犬の持病等で狂犬病予防注射の猶予を受けて
いる犬がいる。また、犬の死亡届の未提出
や、狂犬病予防注射を摂取していても注射済
票の交付手続きを行わない飼い主がいるた
め、制度の周知・啓発活動が必要である。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①1,274枚

②14,933頭

③11,486枚

R6目標 R6実績

接種率の向上及び飼い主のマナー向上
について、より効果がある方法を研究
する。

R6その他職員従
事割合

100.0% 76.9%

狂犬病予防注射の接種率を
向上させることで、狂犬病
の発生を予防した。

期間
会年職
員等

444

環境
ク
リー
ン部

生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R6) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
（所
属）

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R5予算現額

1,831千円

R6予算現額

1,450千円

R5正規職員人件
費

0.83 人

6,707千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.83 人 評価者

～ 6,774千円
生活環境課長
日高　義行

R5予算現額

2,328千円

R6予算現額

2,331千円

R5正規職員人件
費

0.30 人

2,424千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.30 人 評価者

～ 2,449千円 環境対策課長　三浦　直子

R5予算現額

135千円

R6予算現額

159千円

R5正規職員人件
費

0.71 人

5,738千円 どのように貢献したか

R6正規職員人件
費

0.51 人 評価者

～ 4,163千円 環境対策課長　三浦　直子

444

環境
ク
リー
ン部

生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R6実績
条例施行後の路上喫煙率の推移をみる
と、一定の効果は上がっており喫煙マ
ナーの向上も図られているが、一部喫
煙マナーが守られていない状況がある
ことから、今後も継続して職員による
パトロールを行い、条例違反者への声
かけを実施していく。

R6その他職員従
事割合

0.0% 0.0%

受動喫煙にも配慮し、パト
ロール等で条例周知啓発に
努めた。

期間
会年職
員等

1人

H18

Ａ

毎年、成果指標の目標値を達
成しているため。

R6年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 法定受託事務 2,149千円

①調査検体数

②調査計画検体数

調査実施率
（有効調査検体数/調査計画検体数×100）

概ね条例の内容は周知され、
喫煙者のマナーも向上してい
ると考えられるため。

R6年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 1,923千円

①駅前キャンペーン実施箇
所

②路面シートの貼付枚数

③歩きたばこ等防止パト
ロール実施回数

市内４ヵ所（主な駅前）の平均路上歩行者喫
煙率
（成人歩行者に対する歩行喫煙者の割合）

条例を周知し、遵守することで危険、迷惑な歩き
たばこや路上喫煙行為をなくすため、違反者が０
パーセントであることを目標とする。

地元商店街や外部機関（警察）及び他
課と連携した合同パレードを実施し
た。

歩きたばこ等防止
啓発事業

根拠法令
R6決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市歩きたばこ等の防止に関する条例 1,446千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

危険、迷惑な歩きたばこ、ポイ捨てをなくし、
喫煙者のマナー向上を図るため、キャンペー
ン、パトロール等による条例の周知啓発活動を
実施するとともに、喫煙禁止地区での禁煙を徹
底するため、路上喫煙禁止地区内の路面シート
の貼付や指定喫煙所の維持管理を行う。

会年職
員等

1人

実績 0.0% 0.04%

達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①２回

②27枚

③12回

R6目標

0人

H9

R7目標

445

環境
ク
リー
ン部

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R6実績

埼玉県の実施計画で、大気：3地点を4回/年、河川
水・底質：各2地点を1回/年、土壌：2地点を1回/
年、地下水：1地点を1回/年の年19検体が測定数と
して定められているため、すべての項目を市で実
施することを目標として設定している。

報告データに誤りがないか確認するた
め、検算エクセルシートを作成した。
これにより、電卓計算による確認の手
間を省き事務の効率化に繋がった。

ダイオキシン類に
よる汚染状況の常
時監視事業（大
気、水質及び土壌
等）

根拠法令
R6決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
ダイオキシン類対策特別措置法 2,185千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

ダイオキシン類による大気・水質・土壌等の汚
染状況を常時監視し、当該結果をダイオキシン
類による汚染対策に係る施策の基礎資料とする
ることを目的とする。
具体的には、大気については埼玉県が定めたダ
イオキシン類大気常時監視実施計画に基づき、
河川水についてはダイオキシン類対策特別措置
法に基づく常時監視（公共用水域）実施計画に
基づき、また、土壌・地下水については地下水
質測定計画に基づき、ダイオキシン類に係る環
境調査を行う。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①19検体

②19検体

R6目標 R6実績

引き続き定められた測定の精度を維持
し、今後も常時監視を継続する。

R6その他職員従
事割合

100.0% 100.0%
ダイオキシン類の環境調査
で、大気等の状況を把握す
ることにより、環境施策の
参考となった。

期間
会年職
員等

市による定期測定を継続し、その結果
を公表することで、市民の安全安心の
確保に努める。また、点検、校正を
行った測定器の貸出を継続する。測定
頻度等については見直しを検討してい
く。

R6その他職員従
事割合

100.0% 100.0% 空間放射線量の測定と公表
を行うとともに、測定器の
貸し出し体制を整えておく
ことで、市内放射線量の現
状について市民周知に努め
た。

期間
会年職
員等

0.15人

H23

445

環境
ク
リー
ン部

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R5決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

成果指標の目標値を達成して
いるため、一定の成果を上げ
られていると考える。

R6年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 135千円

①継続的な空間放射線量測
定

②除染土壌仮保管場所定期
測定

③測定結果公表

調査実施率
（測定数/調査数×100）

市民生活における空間放射線の影響の確認のため
市内10地点での測定に係る実施率を指標とする。 課内で放射線測定器の使用方法につい

て研修を実施し、担当外の職員におい
ても理解を深めた。

放射性物質による
環境汚染の監視・
対処事業

根拠法令
R6決算額（見込
み）

- 138千円

事業の目的及び具体的な内容
R5その他職員従
事割合

R5目標 R5実績 R6目標値が未達成の理由・分析

市内の放射線量を定期的に測定し、その結果等
の情報を市民に公表するとともに、市民への測
定器貸出や相談などの対応を行う。
また、放射線に係る環境汚染の実態を継続的に
把握することで、市民の不安を軽減するための
根拠資料とする。

会年職
員等

0.15人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の
課題解決に向けた取り組み

①市内10地点での測定回数
1地点・1回/３ヶ月

②保管場所×２回/年

③市ホームページ、各まち
づくりセンターにポスター
掲示

R6目標

R7目標
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